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第１章 本編 
 
 １． 本資料について 
 
  １．１ 位置付け 
 
   本資料は、当社のＩＰ通信網・ＬＡＮ型通信網とこれに直接接続する協定事業者網とのＮＮＩ条件について説明したものであ

り、当該接続以外のインタフェース条件を規定するものではありません。また、本資料は、インタフェース条件の追加、変更な

どにより、変更される場合があります。 
 
  １．２ 用語の定義 
 
   本資料においては、次表の左欄の用語は、それぞれ右欄の意味で使用します。 

用語 意味 
3GPP(3rd Generation 
Partnership Project) 

第3世代移動体通信システムとして、無線アクセス系にW-CDMA (Wideband Code Division 
Multiple Access)方式を採用し、標準化と普及促進を行う業界団体 

ERP(Ethernet Ring Protection) イーサ接続用スイッチがリング状に接続されたリングネットワーク上で、Ethernetの経路を

制御するために、故障検出機能、経路切替制御機能、および、マルチリング対応機能を具備

する冗長化方式 
Ethernet CSMA/CD (Carrier Sense Multiple Access with Collision Detection)方式に従った信号の送

受を行う方式 
IEEE（Institute of Electrical and 
Electronics Engineers） 

米国電気・電子技術者協会。1884 年に設立された世界的な電気、電子情報分野の学会で、

LAN等の標準化を行う。 
IETF (Internet Engineering 
Task Force) 

インターネット上で利用される各種プロトコルなどを標準化する組織。ここで標準化された

仕様はRFCとして公表される。 
IP (Internet Protocol) ネットワークレイヤにおけるインターネットの標準的な通信プロトコルで、IP データグラム

のルート決定等を行う。バージョン4 (IPv4)とバージョン6 (IPv6)があるが、指定しない場

合は両方を指す。 
IPv4 アドレス IP v4通信のために、通信の送信元と送信先を示す。アドレスは32 ビットで構成され、IPv4

通信を行う機器に割り当てられている必要がある。 
IPv6 アドレス IPv6通信のために、通信の送信元と送信先を示す。アドレスは128ビットで構成され、IPv6

通信を行う機器に割り当てられている必要がある。IPv6アドレスのうちネットワークを識別

する範囲を IPv6プレフィックスという。 
IPデータグラム／IPパケット IP で扱われるメッセージ転送単位 
MTU (Maximum Transmission 
Unit) 

最大転送単位。所定のネットワークに送信することができるデータグラムの最大量を示す。 

OSI 参照モデル (Open Systems 
Interconnection) 

データ通信を体系的に整理し、異機種相互間の接続を容易にするために ISO が共通する枠組

みを定めたモデル 
PPP (Point-to-Point Protocol) 2 地点間の通信に使用するプロトコルであり、専用線で接続を行うルータ間や、ダイヤルア

ップ接続を行うPC（パーソナル・コンピュータ）等で使用される。 
RFC (Request For Comments) TCP/IP に関連するプロトコルや、オペレーションの手順等を定めた標準勧告文書。IETF

が発行している。 
RTP (Real-time Transport 
Protocol) 

音声や映像などのメディアを IPによりリアルタイムに伝送するためのプロトコル 

SDP (Session Description 
Protocol) 

端末－端末間のセッションに関する情報を表現し、ビデオやオーディオ信号を送受信するた

めに必要な情報をやりとりするためのプロトコル 
SIP（Session Initiation Protocol） IPに基づいた通信により、呼制御を行うためのプロトコル 
ユーザ･網インタフェース (UNI: 
User-Network Interface) 

ユーザがネットワークを使用するためのインタフェースを規定するもの。 

10GBASE-LR IEEE802.3aeで規定されている光ファイバケーブルを伝送媒体とする10Gbit/sのLANイン

タフェース仕様 
1000BASE-SX IEEE802.3で規定されている短波長レーザを用いて光ファイバケーブルを伝送媒体とする

1Gbit/sの光伝送仕様 
1000BASE-LX IEEE802.3で規定されている長波長レーザを用いて光ファイバケーブルを伝送媒体とする

1Gbit/sの光伝送仕様 
CoS (Class of Service) VLANタグ内UserPriorityフィールドの3ビットの情報。IEEE802.1p規格によって標準化
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されており、フレームの優先度を示す。この値を元にQoS制御を行うことが可能になる。 
DIX規格 DEC（Digital Equipment Corp.）、Intel、Xeroxの3社共同開発によるEthernetの規格 
CC (Continuity Check) Ethernet OAMのMEP-MEP間でフレームを定期的に送って、接続性をチェックする機能 
MAC (Media Access Control) 媒体アクセス制御 

データリンク層のフレーム送出方法、フレームフォーマット、誤り検出等を規定するレイヤ 
MACアドレス ＭＡＣ層のアドレス。イーサカードのＲＯＭに書き込まれた固有のアドレス。 
ME (Maintenance Entity) Ethernet OAMで管理する単位を示す。 
MEG (ME Group) Ethernet OAMで管理するMEの集合。MEG ID により識別される。 
MEG ID (MEG Identifier) Ethernet OAMで管理するMEGを識別する識別子。16バイト 
MEG Level  Ethernet OAMで管理するMEGの管理レベル。 

Customer:7-5, Provider 4-3, Operator: 2-0の８段階となっており、上位のレベルは透過転送

される。 
MEP (MEG End Point) Ethernet OAMにおけるOAMフレームを生成・終端・処理することが可能なエンドポイン

ト。 
MIP (MEG Intermediate Point ) Ethernet OAMにおける、特定のＯＡＭフレームを中継、処理することが可能な中間ポイン

ト。 
NNI (Network Network 
Interface) 

網・網インタフェース 
異種キャリア間でネットワークを接続するためのインタフェース規定 

VLAN (Virtual Local Area 
Network) 

仮想LAN 
物理的なLAN構成とは独立に、ネットワークに接続した端末をグループ化する機能。また

は、その機能を使って論理的に構成したLANのこと。 
VLANタグ VLANを利用して通信を行う際にデータの先頭に付与される制御用のデータ。VLAN識別子

やプライオリティ等の情報が格納されている。 
VLAN-ID (Virtual LAN 
Identifer) 

VLAN識別子。VLANタグ内の12ビットの情報。 

CRC (Cyclic Redundancy 
Check) 

巡回符号を用いた、誤り検出及び訂正方式 

PCP (Priority Code Point) IEEE802.lad で定義されるVLANタグ内の3bitあるフィールド情報。フレームのQoS識別優

先度を示す。 
協定事業者 IP通信網・LAN型通信網と直接接続する電気通信事業者 

IP-IP接続用ルータ インターネットプロトコルにより符号を交換するための、IP通信網におけるゲートウェイ・

ルータ 
中継局ルータ 接続約款 第３条に準ずる。 
イーサ接続用スイッチ イーサネットにより符号を交換するための、LAN型通信網におけるゲートウェイ・スイッチ 
IP-IP接続用ルータ間接続インタ

フェース 
協定事業者が IP-IP接続用ルータと接続する時に適用するインタフェース種別 

イーサ接続用スイッチ間接続イン

タフェース 
協定事業者がイーサ接続用スイッチと接続する時に適用するインタフェース種別 

インタラクティブ(ユニキャスト)
通信 

エンドユーザ間が1対1の接続形態で行われる通信 

セッション制御通信 SIPによるセッション制御機能を利用したエンドユーザ間等の通信 
ステートフルプロキシSIPサーバ 自装置が処理するサーバおよびクライアントトランザクションの状態（ステート）管理を行

い、SIPメッセージの中継を実施するSIPプロキシサーバ 
Cプレーン 網と網の間で呼の設定・維持・解放等に関する制御情報を扱うプレーン 
Uプレーン エンドユーザ間の情報転送を扱うプレーン 
その他用語に関しては、TTC TR-1007を参照のこと 



Copyright(c) 2007 東日本電信電話株式会社 
Copyright(c) 2007 西日本電信電話株式会社 

 

4

  １．３ 接続箇所と接続条件 
 
   接続箇所と接続に必要な条件は次のとおりとします。 
 

接続箇所 内容 接続条件 
ＩＰ-ＩＰ接続用ルータ IP-IP 接続用ルータの当社配線盤の接続事業

者様側コネクタ、又は IP-IP 接続用ルータの

当社配線盤と接続事業者様の電気通信設備と

の間に当社の局内光ファイバを設置するとき

は接続事業者様の電気通信設備の当社側コネ

クタ 

２．１項 ＩＰ-ＩＰ接続用ルータ間接

続インタフェース 

イーサ接続用スイッチ イーサ接続用スイッチの当社配線盤の接続事

業者様側コネクタ、又はイーサ接続用スイッ

チの当社配線盤と接続事業者様の電気通信設

備との間に当社の局内光ファイバを設置する

ときは接続事業者様の電気通信設備の当社側

コネクタ 

２．２項 イーサ接続用スイッチ間接

続インタフェース 

中継局ルータ 接続約款 第５条に準ずる 接続約款 形態１４に準ずる 
 
  １．４ 相互接続点 
 
   当社及び協定事業者は、当社のＩＰ通信網・ＬＡＮ型通信網の電気通信設備と協定事業者の電気通信設備との接続にあたり、

１．３項に規定する接続箇所において相互接続点を設置するものとします。 
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 ２． 接続条件 
 
  ２．１ ＩＰ-ＩＰ接続用ルータ間接続インタフェース 
 
   ２．１．１ 網構成 
 
    IP通信網と協定事業者網間の回線網の構成は次のとおりとします。 
 
     （１） ＩＰ-ＩＰ接続用ルータと協定事業者網のルータとの接続は、１．４項の接続箇所に定める相互接続点単位に行う

ものとします。 
 
     （２） ＩＰ-ＩＰ接続用ルータと協定事業者網のルータ間における冗長構成及び冗長構成に関する接続条件については、

当社と協定事業者間の協議にて決定することとします。 
 
   ２．１．２ 接続方式 
 
    インタラクティブ(ユニキャスト)通信の接続方式は以下のとおりとします。 
 

なお、IP通信網と協定事業網の接続にあたっては、当社と協定事業者にて相互に提示したアドレス情報についてのみ、経路

交換対象とすることとします。また、当該空間については他事業者網（直接協定事業者網以外の他事業者網）への広告は許容

しないこととします。 
 
   （Ａ） セッション制御通信における接続方式は次のとおりとします。 
 
     （１） ＩＰ通信網と協定事業者網間で使用する電気通信番号は、０ＡＢ～Ｊ番号とします。 
 
     （２） 協定事業者網は、ステートフルプロキシＳＩＰサーバを設置することとします。 
 
     （３） ＣプレーンとＵプレーンは同一相互接続点にて疎通することとします。１つの相互接続点を通して、Ｃプレーン

終端点を１対１に対向することによりＳＩＰ信号ルートを設定します。なお、1 つの相互接続点を通して、Ｃプレ

ーンは２ルートとし、Ｕプレーンは２ルート以上とします。Ｕプレーン終端点はＣプレーン終端点とは独立にセッ

ション設定時に決定されます。 
 

     （４） 発側網は、対向する２つのＣプレーン終端点に対してＳＩＰダイアログを振り分けて確立することとします。 
 
     （５） IP通信網と協定事業者網間で使用するインタフェースプロトコルは、次のとおりとします。なお、プロトコル構

成は、ＯＳＩ参照モデルに則した階層構造となっています。 
 

レイヤ 使用するプロトコル等 仕様 
7 
6 

SIP 
SDP 
RTP 
RTCP 

別表３：セッション制御通信仕

様 
のとおりとします 

5 

アプリケーション 
プレゼンテーション 
セッション 

BGP4/BGP4+ 
4 トランスポート TCP  

UDP  
3 ネットワーク IPv6、ICMPv6、NDP 

IPv4、ICMPv4 

別表２：ＩＰトラン

スポート仕様 
のとおりとします 
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2 データリンク POS  ARP 
MAC 

1 物理 シングルモード光ファイバ

（２芯）、SCコネクタ、

SONET 

シングルモード（２芯）、SC
コネクタ、1000BASE- LX 

別表１：物理・伝送レイヤ仕様 
のとおりとします 

 
 
   ２．１．３ その他接続に必要な事項 
 
     セッションの最大同時接続数、両方向留保セッション数、コーデック種別等に応じて確保要求する帯域、対向ＳＩＰサー

バＩＰアドレス、接続対象の電気通信番号、試験に用いる電気通信番号、接続ルート等のその他の接続に必要な事項や保守

運用に係る具体的事項については、当社と協定事業者間の協議にて決定することとします。 
    なお、サービス・制御・運用に必要なパケット以外は当社装置にて受信時に廃棄することとしますが、当社装置及び、協定

事業者装置から必要なパケット以外は相手網へ送出しないこととします。 
 
  ２．２ イーサ接続用スイッチ間接続インタフェース 
 
   ２．２．１ 網構成 
 
    ＬＡＮ型通信網と協定事業者網間の回線網の構成は次のとおりとします。 
 
     （１） ＬＡＮ型通信網のイーサスイッチと協定事業者網のイーサスイッチとの接続は、１．４項の接続箇所に定める相

互接続点単位に行うものとします。 
     （２） ＬＡＮ型通信網のイーサスイッチと協定事業者網のイーサスイッチ間における冗長構成及びそれに伴う接続条件

については、当社と協定事業者間の協議にて決定することとします。 
 
   ２．２．２ 接続方式 
 
    スイッチ間インタフェース仕様を、「別表４ ＬＡＮ型通信仕様」に示します。 
 
   ２．２．３ その他接続に必要な事項 
 
    ＶＬＡＮ設定値、冗長構成等のその他の接続に必要な事項や保守運用に係る具体的事項については、当社と協定事業者間の

協議にて決定することとします。 
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【参照規格一覧】 
[1]TTC 標準 JT-G707 同期ディジタルハイアラーキのＮＮＩ, 2001 

[2] Telcordia GR-253-CORE issue3 September 2000 
[3] JIS 規格  JIS C 6835 石英系シングルモード光ファイバ素線 
[4] JIS 規格  JIS C 5973 F04 形単心光ファイバコネクタ 

[5] IETF 標準 RFC1662 PPP in HDLC-like Framing 

[6] IETF 標準 RFC2615 PPP over SONET/SDH 

[7] IEEE Std 802.3-2005: Information technology - Telecommunications and information exchange 

between systems - Local and metropolitan area networks - Specific requirements - Part 3: Carrier 

sense multiple access with collision detection (CSMA/CD) access method and physical layer 

specifications 

[8] IETF標準 RFC826 An Ethernet Address Resolution Protocol ‒ or ‒ Converting Network Protocol 

Address to 48bit Ethernet Address for Transmission on Ethernet Hardware



１． 責任分界点とインタフェース規定点 
 

  本規定における責任分界点を図１に、インタフェース規定点を図２に示す。 

 

 

当社 IP 通信網 協定事業者網 

当社責任範囲 

当社装置 協定事業者装置 

責任分界点 

 
 

図 1：責任分界点 

 
 

責任分界点

当社IP通信網 協定事業者網 

送信側光ジャック／受信側光ジャック

配線盤

プラグ ジャック プラグ

当社装置 
光学的条件規定点 物理的条件規定点 

 

 
図 2：インタフェース規定点 

Copyright(c) 2007 東日本電信電話株式会社 
Copyright(c) 2007 西日本電信電話株式会社 2



Copyright(c) 2007 東日本電信電話株式会社 
Copyright(c) 2007 西日本電信電話株式会社 3

2．レイヤ１仕様 

 

接続に使用可能なIF種別としては、以下のIF種別をサポートする。各IF種別はレイヤ２にPOSプロトコルを

利用するものとギガビットEthernetプロトコルを利用するものとに分類される。サポートするIF種別とそ

れぞれがどちらのプロトコルを利用するかを以下に示す。 

10G-POS : POSプロトコル 

1000BASE-LX : ギガビット Ethernet プロトコル 

 

2.1 レイヤ１仕様(POS プロトコル使用時) 

 

2.1.1 ケーブル 

 

 本インタフェースに適用するケーブルは以下のとおりとする。 

 

2.1.1.1 シングルモード型光ファイバ 

 

シングルモード型光ファイバに適用する規格は JIS C6835 SSMA-9.3/125[3]準拠とする。 

 

 

2.1.2 コネクタ 

 

 本インタフェースに適用するコネクタは以下のとおりとする。 

 

2.1.2.1 SC コネクタ 

 

SC コネクタに適用する規格は、JIS C 5973[4]（F04 形単心光ファイバコネクタ）準拠とする。 

プラグはＢ等級以上（マスタプラグ接続時の挿入損失が 0.7dB 以下）、接続時の反射減衰量は 22dB

以上とする。 

 

 

2.1.3 光学的条件 

 

光学的条件については、以下の標準に準拠します。 

 

2.1.3.1 SONET 信号 

 

2.1.3.1.1 同期ハイアラーキのビットレート 

 

Telcordia GR-253-CORE issue3[2]の OC-192(Opcital Carrier ‒  Level 192)に準拠する。 

 

2.1.3.2.2 光パラメータ条件 

 

(1) OC-192 SR-1 局内用 

光パラメータ条件は、Telcordia GR-253-CORE issue3[2] OC-192 SR-1 に準拠する。 

 

(2) OC-192 SR-2 局内用 

光パラメータ条件は、Telcordia GR-253-CORE issue3[2] OC-192 SR-2 に準拠する。 

 

(3) OC-192 IR-2 局内用 

光パラメータ条件は、Telcordia GR-253-CORE issue3[2] OC-192 IR-2 に準拠する。 

 

2.1.3.2.3 ジッタ耐力 

 

ジッタ耐力は Telcordia GR-253-CORE issue3[2]に準拠する。 



 

2.1.4 論理的条件 

 

2.1.4.1 SONET 信号 

 
論理インタフェース条件は、Telcordia 勧告 GR-253-CORE issue3 [2] で規定される OC-192 のフレームに準拠

とする。 

2.1.4.1.1 フレーム構成 

 
本インタフェースで規定するOC-192のペイロードには、最大192個のSTS-1または最大64個のSTS-3c SPE、

または最大16個のSTS-12c SPE、または4個のSTS-48ｃ SPE、または1個のSTS-192ｃを収容する。また、STS-1 

SPE/ STS-3c SPE/ STS-12c SPE/ STS-48c SPE の混在収容を可能とする。それぞれのフレームフォーマット

を図 3～図 8に示す。 

 

2.1.4.2.2 OC-192 信号のオーバヘッドバイトに関する留意事項 

 

基本的に Telcordia “GR-253-CORE issue3” [2] に準拠するが、OC-192 信号のオーバヘッドバイトに関する留

意事項を表１に示す。 

 
 
 

* ＝同符号が連続しないこと

... ＝同左

A1 A1 ... A1 A2 A2 A2

B1 E1

D1 D2

H1 H1 ... H1 H2 H2 H2

B2 B2 ... B2 K1

D4 D5

D7 D8

D10 D11

S1 M1

9
行

J0 Z0

F1

D3

H3 H3

K2

D6

D9

D12

E2

Z0 ＊ ...

... H3

＊...

...

Z1 Z1 Z2 Z2 Z2 ... Z2...

<OC-192ﾌﾚｰﾑ>

＊ ＊ ＊ ＊

＝未使用ﾊﾞｲﾄ(ALL"0")

ｾｸｼｮﾝｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(SOH)

ﾗｲﾝｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(LOH)

... ...

... ...

... ... ...

...

本領域には最大192個のSTS-1 SPE、または
最大64個のSTS-3c SPE、または最大16個の
STS-12c SPE、または4個のSTS-48c SPEま
たは1個のSTS-192cが収容される。
また、STS-1 SPE、STS-3c SPE及びSTS-12c 
SPE、STS-48cの混在収容が可能である。

H1 ＝ 1001xx11
H2 ＝ 11111111

×:未定義ﾋﾞｯﾄ
＊

＊

STS-3c/12c/48cﾎﾟｲﾝﾀの場合、それぞれ最初のﾎﾟｲﾝﾀ以
外の残りのﾎﾟｲﾝﾀについてのビット割付を以下に示す

但し、 STS-1 SPE/STS-3c SPE/STS-12c 
SPE/STS-48cの多重を行う場合は、別途
協議が必要となる。

192ﾊﾞｲﾄ 16704ﾊﾞｲﾄ

17280ﾊﾞｲﾄ
192ﾊﾞｲﾄ 64ﾊﾞｲﾄ

128ﾊﾞｲﾄ

 
図 3： OC-192信号のフレームフォーマット 
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9
行

ﾊﾟｽｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(POH)

J1

B3

C2

G1

F2

H4

Z3

Z4

Z5

86ﾊﾞｲﾄ1ﾊﾞｲﾄ

＝固定ｽﾀｯﾌﾊﾞｲﾄ（同一値であること）

＝STS-1ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ

1 2… 30 59 87

 
図 4： STS-1 SPEのフレームフォーマット 

 

J1

B3

C2

G1

F2

H4

Z3

Z4

Z5

260ﾊﾞｲﾄ1ﾊﾞｲﾄ

＝STS-3cﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ

9
行

ﾊﾟｽｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(POH)

 
図 5： STS-3c SPEのフレームフォーマット 
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J1

B3

C2

G1

F2

H4

Ｚ3

Ｚ4

Z5

1040ﾊﾞｲﾄ
1ﾊﾞｲﾄ

3ﾊﾞｲﾄ

＝固定ｽﾀｯﾌﾊﾞｲﾄ（同一値であること）

＝STS-12cﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ

ﾊﾟｽｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(POH)

9
行

 
図 6： STS-12c SPEのフレームフォーマット 

J1

B3

C2

G1

F2

H4

Z3

Z4

Z5

4160ﾊﾞｲﾄ15ﾊﾞｲﾄ

＝固定ｽﾀｯﾌﾊﾞｲﾄ（同一値であること）

＝STS-48cﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ

1ﾊﾞｲﾄ

9
行

ﾊﾟｽｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(POH)

 
図 7： STS-48c SPEのフレームフォーマット 
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J1

B3

C2

G1

F2

H4

Z3

Z4

Z5

16640ﾊﾞｲﾄ63ﾊﾞｲﾄ

＝固定ｽﾀｯﾌﾊﾞｲﾄ（同一値であること）

＝STS-192cﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ

1ﾊﾞｲﾄ

9
行

ﾊﾟｽｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞ(POH)

 
図 8： STS-192c SPEのフレームフォーマット 

 
表１． OC-192 信号ｵｰﾊﾞﾍｯﾄﾞﾊﾞｲﾄの留意事項 

属性 記号 TTC 標準 JT-G.707[1]

上の用途 

留意事項 

J1 パストレース 透過を前提としない 

B3 パス誤り監視 前フレームの STS-1 SPE/ STS-3c 

SPE/ STS-12c SPE/ STS-48c  SPE/ 

STS-192c の BIP-8 演算結果とする 

パ ス 管 理 情 報

(POH) 

C2 シグナルラベル “00”以外とする 

 

2.2 レイヤ１仕様(ギガビット Ethernet プロトコル使用時) 

 

2.2.1 ケーブル 

 

本インタフェースに適用するケーブルは以下のとおりとする。1000BASE-LX についてはシングルモード

光ファイバ（２芯）を使用する。 

 

2.2.1.1 シングルモード光ファイバ（2芯） 

 

シングルモード光ファイバ（2芯）に適用する規格は JIS C6835 SSMA-9.3/125[3]準拠とする。 

 

2.2.2 コネクタ 

 

 本インタフェースに適用するコネクタは以下のとおりとする。 

 

2.2.2.1 SC コネクタ 

 

Copyright(c) 2007 東日本電信電話株式会社 
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SC コネクタに適用する規格は、JIS C 5973[4]（F04 形単心光ファイバコネクタ）準拠とする。 
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プラグはＢ等級以上（マスタプラグ接続時の挿入損失が 0.7dB 以下）、接続時の反射減衰量は 22dB 以

上とする。 

 

2.2.3 光学的条件 

 

本インタフェースに適用する光伝送仕様は IEEE Std 802.3[7]に規定される 1000BASE-LX 準拠とする。 

 

2.2.4 論理的条件 

 

本インタフェースに適用するギガビット Ethernet の規格は IEEE Std 802.3[7]準拠とする。 

 

2.2.5 リンクダウン転送（リンクパススルー）機能 

 

本インタフェースにおける IP-IP 接続用ルータと協定事業者のルータの間に、レイヤ 1の伝送装置を設

置する場合には、当該伝送装置においてリンクダウン転送（リンクパススルー）機能を有効とし、伝送区

間障害発生時に当社 IP-IP 接続用ルータへの光送出を停止すること。 
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3．レイヤ 2仕様 

 
3.1 POS プロトコル 

 
POS(PPP over SONET)の規格としては、以下の規格を用いる。 

RFC1662 PPP in HDLC-like Framing[11]および RFC2615 PPP over SONET/SDH[12]  

 
3.2 ギガビット Ethernet プロトコル 

 

 本インタフェースに適用するギガビット Ethernet の規格は IEEE Std 802.3[7]準拠とし、レイヤ 2プロ

トコルとして以下の仕様を適用する。 

 

3.2.1 MAC プロトコル 

 

IEEE Std 802.3[7]に規定されている MAC を使用する。図 9 に IEEE 802.3 に規定される MAC フレームフ

ォーマットを示す。タイプ／フレーム長フィールドにフレーム長を指定した場合は、転送を保証できな

い場合がある。表 3に本資料で用いるタイプ／フレーム長フィールドの主な割り当てを示す。 

 

ﾌﾟﾘｱﾝﾌﾞﾙ 

（７） 

SFD 

（1） 

宛先 MAC 

アドレス 

（6） 

送信元 MAC 

アドレス 

（6） 

タイプ／

フレーム長

（2） 

データ 

（46～1500） 

FCS 

（4） 

各フィールド内の数値はフィールド長（単位：オクテット）を示します。

図 9:IEEE 802.3 MACフレームフォーマット 

 

表 3：タイプ／フレーム長フィールドの主な割り当て 

タイプ／フレーム長の値（16進数） プロトコル 

フレーム長 2E～5DC －※

0800 Internet IP(IPv4) 

0806 Address Resolution Protocol(ARP) 

タイプ 

 

 86DD IP version 6(IPv6) 

※フレーム長を指定した場合は、転送を保証できない場合がある。 

 

3.2.2 ARP プロトコル 

 

本インタフェースにおいてレイヤ 3 プロトコルとして IPv4 を使用する場合、当社と相互接続する協定事業

者のルータは RFC 826[8]に規定されている ARP をサポートしている必要がある。 

 

3.2.3 その他の詳細仕様 

 

本インタフェースに適用するギガビット Ethernet の規格としての IEEE Std 802.3[7]に規定される機能

のうち、Clause37に規定されているAuto-Negotiationについては、原則disable設定とし、Full Duplex

固定設定にて協定事業者は当社装置と接続することとする。 

その他、当社との実際の相互接続時に使用する機能や設定等の詳細仕様については、協定事業者との

協議により別途決定することとする。
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別表２：IPトランスポート仕様 
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１. 規定範囲 

 

 

本別表では、ＩＰ通信網と協定事業者網における、ＩＰトランスポートに係わる相互接続インタフェース条件について規定する

ものである。 

なお、ＩＰ-ＩＰ接続用ルータにおけるフィルタ設定条件等の保守運用に係る具体的事項については、当社と協定事業者間で別

途協議の上、決定する。また、UNI を含む、ＩＰ通信網のサービス毎の上位レイヤに係わる接続条件は、本別表の規定範囲外とす

る。 

 

また、転送品質クラスに係わる規定を本別表の付属資料aで規定する。 
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２. インタフェース仕様 

 

２.１ レイヤ3仕様 

 

レイヤ3プロトコルとしては、IPv4[7]またはIPv6[10]、またはその両方を用いる。IPv4を用いる場合はICMPv4[8]を、IPv6を

用いる場合はICMPv6[13]をサポートする。レイヤ3ヘッダ情報（DSCP、パケット長またはペイロード長、フラグ、フラグメントオ

フセット、TTLまたはホップリミット、ヘッダチェックサム、送信元IPアドレス、宛先IPアドレス）については、ＩＰ通信網内

で書き換えて転送制御に利用することがある。 

 

１）ルーティング制御方式 

   ルーティング制御方式はスタティックルーティングまたはダイナミックルーティングを用いる。 

   ダイナミックルーティングを適用する場合は、プロトコルとしてBGP4/BGP4+を用いることとし、基本的な接続条件は以下と

するが、スタティックルーティングおよびダイナミックルーティングの設定内容等の細目については、当社と協定事業者間

で別途協議の上、決定することとする。なお、相互接続にて使用するIPアドレスについてはグローバルアドレスとし、当

社及び、協定事業者の自網で利用しているアドレス空間・AS番号のみを広告対象とする。 

   ・BGP4/BGP4+仕様 

    BGP4/BGP4+の仕様についてはRFC1771[14]/RFC2545[15]を参照のこと。 

グローバルAS番号及び、次のBGPアトリビュートを利用可能とする。 

BGP4アトリビュート：AS path、Origin、Nexthop（MEDはオプションとして利用可能） 

BGP4+アトリビュート：AS path、Origin、MP Reach NLRI、Nexthop（MEDはオプションとして利用可能） 

   ・MD5認証 

    BGP/BGP4+のTCP MD5認証（RFC2385[16]）を必須とする。 

   ・2POIで相互接続する場合 

BGP4/BGP4+での冗長化（経路分散）を可能とする。ただし、セッション制御通信については冗長化（経路分散）を行わな

い。 

 

２）IPv4プロトコル 

   レイヤ3プロトコルの1つとして、ＩＰ通信網はIPv4をサポートする。サポートするIPv4は、RFC791[7]の規定に従う。 

 

 ３）ICMPv4プロトコル 

   IPv4をサポートする協定事業者網は、ICMPv4[8]をサポートしなければならない。 

   なお、以下に該当しないデータパケットは、廃棄されることがある。 

   ・SA/DAがPOIのリンクアドレスのEcho Reply/Echo Request 

 

 ４）IPv6プロトコル 

   レイヤ3プロトコルの1つとして、ＩＰ通信網はIPv6をサポートする。サポートするIPv6はRFC2460[11]の規定に従う。

リンクローカルスコープを除き、マルチキャストはサポートしない。 

 

 ５）ICMPv6プロトコル 

   IPv6をサポートする協定事業者網は、ICMPv6[13]をサポートしなければならない。 

   なお、以下に該当しないデータパケットは廃棄されることがある。 

   ・NS/NA、Packet_Too_Big疎通、SA/DAがPOIのリンクアドレスのEcho Reply/Echo Request 

 

 ６）NDPプロトコル 

   IPv6をサポートするノードはNeighbor Discovery手順(NDP)をサポートする。詳細はRFC2461[12]参照のこと。 

 

 ７）IPパケットフォーマット 

   IPパケットヘッダにおけるIPv6オプションヘッダは、使用しないこととする。使用した場合はその転送処理を保証しない。 

   協定事業者網が送出するIPパケットのIPヘッダを含んだEthernet MTU長は、特に上位サービスで規定されない限り、1,500

オクテット以内であることとする。 

   また、フラグメントされたIPパケットについては、ベストエフォートクラスとして扱われるか、またはパケットが廃棄さ

れる場合がある。（受信時の動作は不定） 

 

 

２.２ レイヤ4仕様 
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レイヤ4プロトコルとしては、協定事業者網は上位サービスで使用するプロトコルに応じてUDP[6]またはTCP[9]、またはその

両方をサポートする。 

レイヤ4ヘッダ情報については、その一部（ポート番号、チェックサム）をＩＰ通信網内で書き換えて転送制御に用いることが

ある。 

 

 １）UDPプロトコル 

   上位サービスで使用するプロトコルに応じ、レイヤ4プロトコルとして、UDPを使用する。 

 

 ２）TCPプロトコル 

   上位サービスで使用するプロトコルに応じ、レイヤ4プロトコルとして、TCPを使用する。 
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【付属資料a】 
 
 転送品質クラス 

 
 
a.1.  用語の定義 

 

IPパケットの転送品質に着目した、以下の4つのクラスを定義する。 

１） 最優先クラス 

２） 高優先クラス 

３） 優先クラス 

４） ベストエフォートクラス 

 

ＩＰ通信網内におけるIPパケット転送処理の優先順位は、最優先クラス、高優先クラス、優先クラス、ベストエフォートクラ

スの順序とする。 

 

 

a.2.  転送品質クラスの指定 

 

データパケットの転送品質クラスについては、当社及び協定事業者それぞれの網内で指定する。他網から流入するデータパケッ

トは、自網のポリシーに従いリマークを行うこととし、他網へ流出するデータパケットについては、自網内のポリシーに従った転

送品質クラスの設定で送信する。 

なお、当社網の転送品質条件は以下のとおりとする。 

 

（１）転送品質クラス指定 

 

セッション制御通信における転送品質クラスの指定は、RFC2327[1]で規定されているSDPを用いる。具体的には、SDPのm行の

media-typeとa行の組み合わせで転送品質クラスを指定する。（3GPP TS 29.208[4]参照）また、帯域指定については、コーデック

種別、或いはb行によって指定する。 

なお、RTCPパケットの転送品質クラスは、下記の指定方法によらず、RTPパケットの転送品質クラスと同じとする。（3GPP TS 

29.208[4]参照） 

 

表a-1：SDPによる転送品質クラス指定 

 
 最優先クラス 高優先クラス 優先クラス 

SDPの 

m行/a行 

以下の(1)～(2)のいずれか

の場合： 

(1)media-type=video 

  かつa=sendrecv 

(2)media-type=audio 

  かつa=sendrecv 

 

以下の(1)～(4)のいずれか

の場合： 

(1)media-type=video 

  かつa=sendonly 

(2)media-type=video 

  かつa=recvonly 

(3)media-type=audio 

  かつa=sendonly 

(4)media-type=audio 

  かつa=recvonly 

 

media-type=applicat

ion 

  
 

 

 

（２）データパケットの転送優先度識別子 

 

ネットワークは、各々のデータパケットにおける下記のフィールドに転送品質クラスに対応した値（最優先クラス：101110、高

優先クラス：100000、優先クラス：001000、ベストエフォートクラス：000000）を設定して転送する。但し、呼の接続／切断に関

わる制御信号（IETF RFC3261[3]に規定されるSIP）のパケットに対しては、一律、最優先クラスに対応する転送優先度識別子を設

定し転送する。 

 

①IPv4の場合  ToS（Type of Service） 

②IPv6の場合  Differentiated Service Field 
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a.3.  ＩＰ通信網と協定事業者網間におけるトラヒック条件 

 

セッション制御通信におけるPOIのトラヒック条件を、以下のように規定する。詳細条件については、当社と協定事業者間で別

途協議の上、決定する。 

 

(1) ネットワークでは、POIからの流入トラヒックをトークンバケットポリサー（ITU-T勧告Y.1221[6]Appendix 1参照）で監

視する。ポリサーの監視条件を違反したパケットは、ネットワーク内で廃棄される。 

(2) トークンバケットポリサーの監視パラメータは、レートと最大バケットサイズである。最大バケットサイズについては、各

転送品質クラスに応じた値をネットワーク側で用意することとする。 

(3)  特定のコーデックについては、SDPのb=行の指定にかかわらずＩＰ通信網で決定したデフォルトのトークン補充レート（R）

と最大バケットサイズ（b）を使用する。その他のコーデックについては、SDPのb=行の設定値によりトークン補充レート

（R）と最大バケットサイズ（b）を決定する。なお、セッション制御通信では、RTPとRTCPのトラヒックは、合わせて一

つのポリサーにて監視する。このため、<bwtype>としてASを用いる場合、記述されたRTPの帯域に、RTCP帯域として5%

加えた値をトークン補充レート(R)とする。 

接続可能なコーデック種別及び、ＩＰ通信網で決定したデフォルトのトークン補充レート（R）と最大バケットサイズ（b）

を使用するコーデック種別については、事業者間協議とする。 
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１. セッション制御通信の概要 

 
 
本別表は、ＩＰ通信網を利用するユーザと協定事業者網のユーザ間における、SIPによるセッション制御機能を利用した通信等を対

象とし、ＩＰ通信網においてサポートする SIP 拡張機能、SIP 情報要素、そして SDP 行について記述する。なお、接続先相手を指定

するための電気通信番号を用い，音声サービスや映像サービス等の通信サービスを提供する。 
 
１．１ セッション制御通信の提供機能 

 
    アドレス種別  IPｖ４ または IPｖ６ 
    転送品質クラス 最優先クラス、高優先クラス、優先クラス 
    帯域      セッション制御機能を利用してSDPの内容等で指定される。 
 

なお、アドレス種別についてはCプレーンとUプレーンは同一とする。   

レイヤ３仕様（BGP4、BGP4+含む）、レイヤ４仕様、品質クラスに関する詳細は、「別表２ ＩＰトランスポート」を参照のこと。 

 
１．２  転送品質の規定値 

 

UNI-NNI 間における、最優先クラス、高優先クラス、及び、優先クラスのIP パケット転送品質の規定値については、当社と協

定事業者間で別途協議の上、決定する。 

 

２. インタフェース仕様 
 
２.１ セッション制御 

 
SIP/SDP規定についてはTTC技術レポートTR-9025[1]※（付属資料、付録も含む）、JF-IETF-RFC2327[3]、RFC3266[4]、

JF-IETF-RFC4145[5]、JF-IETF-RFC4566[6]に準拠する。 

 
※ 今後、TTCにおけるJT-Q3401の制定に合わせて見直される可能性がある。 

 
TR-9025[1]の付録viに示されるオプション項目は事業者ごとに選択できるものであるが、ＩＰ通信網としての規定、 

および協定事業者網に期待する規定を本別表の付属資料aに示す。 TR-9025[1]の規定に関する追記事項を付属資料bに示す。 
 
２.２ メディア条件 

 
メディアストリームに関する規定を本別表の付属資料cに、SIP 信号の内容に基づくメディアストリーム制御についての規定を

本別表の付属資料dに示す。 
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【付属資料a】 

 
オプション項目の選択表 

 
 
本付属資料では、TR-9025[1]のオプション項目表に対するＩＰ通信網の規定を示す。下表の網掛け部分が、当社ＩＰ通信網の規定

であり、協定事業者網に期待する規定である。なお、各表の備考欄はTR-9025[1]に追記している。 

 

a.1.  オプション項目一覧表のフォーマット 

オプション項目の一覧表のフォーマットと見方について付表a -1に記載する。 

 
付表a-1 フォーマット例 

選択肢 項番 項目 
(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

timerを設定する 

timerを設定しない 

timer の設定を許容す

る 

1 オプションタグに

timerを設定 

(4.8) timerを設定しない timer の設定を許容し

ない 

 

送信網：一方の網が他方の網へ信号を送信する際に、選択できる条件について記載する。 

受信網：他方の網が一方の網から信号を受信する際に、選択できる条件について記載する。 

 

許容する ：信号の中身を確認し、要求された動作を行う。もしくは中身を見ずに信号を透過する。 

許容しない： 信号の中身を確認のうえ、要求された動作は行なわず、エラー応答や信号破棄等を行う。 

 

a.2.  番号方式 

番号方式についての選択条件を付表a -2に記載する。 

付表 a -2 番号方式 

選択肢 項番 項目 
(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

使用する 
使用しない 

許容する 1 表3-1に記述するフォ

ーマット以外の番号

フォーマットの使用

(3.1.1) 
使用しない 許容しない 

発事業者網のダイヤル受信番号に関する最小

受信桁数、最大受信桁数については事業者間

協議により決定する。 

 

a.3.  ネットワークレイヤインタフェース 

ネットワークレイヤインタフェースについての選択条件を付表a-3に記載する。 

 

付表 a-3  ネットワークレイヤインタフェース 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

IPv6 パケットを送信す

る 

IPv6 パケットを送信し

ない 

IPv6 パケットを許容

する 

1 IPv6 パケットの許容

（4.2） 

IPv6 パケットを送信し

ない 

IPv6 パケットを許容

しない 
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a.4.  トランスポートレイヤインタフェース 

トランスポートレイヤインタフェースについての選択条件を付表a-4に記載する。 

 

付表 a-4  トランスポートレイヤインタフェース 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

デフォルトport番号以

外を設定する 

デフォルトport番号以

外を設定しない 

デフォルト port 番号

以外を許容する 

1 SIP 信号の送受信にデ

フォルトport番号以外

を利用 

（4.3） 

デフォルトport番号以

外を設定しない 

デフォルト port 番号

以外を許容しない 

 

TCPを使用する 

TCPを使用しない 

TCPを許容する 2 TCP によるセッション

確立 

（4.3） TCPを使用しない TCPを許容しない 

諸条件（ポート番号、タイマ条件、最大 SIP

メッセージサイズ等）や長期 TCP セッション

の確立や切断（KeepAlive処理等含む）手順、

セッション数については事業者間協議により

決定する。 
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a.5.  リクエストメッセージ 

リクエストメッセージについての選択条件を付表a-5に記載する。 

 

付表 a-5 サポートするオプションタグ、およびメソッド 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

UPDATEを送信する 

UPDATEを送信しない 

UPDATEを許容する 1 UPDATEの利用(4.8) 

UPDATEを送信しない UPDATEを許容しない 

Allowヘッダを用いた能力交換に基づき、セッ

ション更新、およびメディア変更にUPDATEを

用いる。 

メディア変更の実施については事業者間協議

とする。 

 

ダ イ ア ロ グ 外 で

MESSAGEを送信する 

ダ イ ア ロ グ 外 で

MESSAGEを送信しない 

ダ イ ア ロ グ 外 の

MESSAGEを許容する 

2 ダイアログ外での
MESSAGEの利用 
（4.8） 

ダ イ ア ロ グ 外 で

MESSAGEを送信しない 

ダ イ ア ロ グ 外 の

MESSAGEを許容しない

 

ダ イ ア ロ グ 内 で

MESSAGEを送信する 

ダ イ ア ロ グ 内 で

MESSAGEを送信しない 

ダ イ ア ロ グ 内 の

MESSAGEを許容する 

3 ダイアログ内での
MESSAGEの利用 
（4.8）, 

ダ イ ア ロ グ 内 で

MESSAGEを送信しない 

ダ イ ア ロ グ 内 の

MESSAGEを許容しない

 

利用する 

利用しない 

許容する 4 TR-9025 で規定外のメ
ソッドの利用（4.8） 

利用しない 許容しない 

 

timerを設定する 

timerを設定しない 

timer の設定を許容す

る 

5 オプションタグに

timerを設定 

(4.8) timerを設定しない timer の設定を許容し

ない 

Supportedヘッダ、Requireヘッダを用いた能

力交換によるセッションタイマの利用を必須

とする。 

100relを設定する 

100relを設定しない 

100rel の設定を許容

する 

6 オプションタグに

100relを設定 

(4.8) 100relを設定しない 100rel の設定を許容

しない 

Supportedヘッダ、Requireヘッダを用いた能

力交換を行う。 

1xxレスポンス（100を除く）のRequireヘッ

ダに100relを設定することを推奨する。 

規定外のOption-tagを

設定する 

規定外のOption-tagを

設定しない 

設定を許容する 7 TR-9025 では規定外の

Option-tagの設定 

(4.10.4.1, 4.10.5.1) 

規定外のOption-tagを

設定しない 

設定を許容しない 
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a.6.  レスポンスメッセージ 

レスポンスメッセージについての選択条件を付表a-6に記載する。 

 
付表 a -6 レスポンスメッセージ 

選択肢 項番 項目 
(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

送信する 
送信しない 

許容する 1 INVITE に対する 3xx

レスポンス 

（4.9） 送信しない 許容しない 

 

 
 

 

a.7.  SIPメッセージとヘッダ情報 

SIPメッセージとヘッダ情報についての選択条件を付表a-7～付表a-8に記載する。 

付表 a-7  PRACKリクエストメッセージ 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

Content-Type を設定す

る 

Content-Type を設定し

ない 

Content-Type を許容

する 

1 Content-Typeの設定 

（4.10.6.1） 

Content-Type を設定し

ない 

Content-Type を許容

しない 

 

 

付表 a-8  PRACKリクエストに対するレスポンス 

 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

Content-Type を設定す

る 

Content-Type を設定し

ない 

Content-Type を許容

する 

1 Content-Type の設定

（4.10.6.2） 

Content-Type を設定し

ない 

Content-Type を許容

しない 

 

 

a.8.  SDP 

SDPについての選択条件を付表a-9に記載する。 

 

付表 a-9  SDPの情報要素 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

設定する 

設定しない 

許容する 1 オプション規定され

るSDP行の設定 

（5.3.1） 設定しない 許容しない 

具体的にどの SDP 行の利用を保証するかは、

事業者間協議とする。 

利用する 

利用しない 

許容する 2 規定外のコーデック

の利用（5.3.1） 

利用しない 許容しない 

G.711μ-Law 以外のコーデックの利用は事業

者間協議とする。 
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a.9.  各メッセージヘッダ情報要素 

各メッセージヘッダ情報要素についての選択条件を付表a-10に記載する。 

 

付表 a-10 各メッセージヘッダ情報要素 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

マルチパートボディを

設定する 

マルチパートボディを

設定しない 

マルチパートボディ

を許容する 

1 Content-Type ヘッダ

におけるマルチパー

トボディの設定 

（4.11.5） 

マルチパートボディを

設定しない 

マルチパートボディ

を許容しない 

 

name-addrを設定する 

name-addrを設定しない

name-addr の設定を許

容する 

2 From ヘッダにおける

name-addrの設定 

（4.11.7） name-addrを設定しない name-addr の設定を許

容しない 

 

name-addrを設定する 

name-addrを設定しない

name-addr の設定を許

容する 

3 P-Asserted-Identity

ヘ ッ ダ に お け る

name-addr の設定 

（4.11.8） 
name-addrを設定しない name-addr の設定を許

容しない 

 

name-addrを設定する 

name-addrを設定しない

name-addr の設定を許

容する 

4 To ヘッダにおける

name-addr の設定 

（4.11.13） name-addrを設定しない name-addr の設定を許

容しない 

 

 

 

a.10  番号ポータビリティ 

番号ポータビリティについての選択条件を付表a-11に記載する。 

 

付表 a-11 レスポンスメッセージ 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

npdi パラメータおよび

rn パラメータを設定す

る 

npdi パラメータおよび

rn パラメータを設定し

ない 

npdi パラメータおよ

び rn パラメータを許

容する 

1 npdi パラメータおよ

び rn パラメータの利

用 

（3.1.1） 

npdi パラメータおよび

rn パラメータを設定し

ない 

npdi パラメータおよ

び rn パラメータを許

容しない 
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a.11  セッション変更 

セッション変更についての選択条件を付表a-12に記載する。 

 

付表 a-12  セッション変更 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

利用する 

利用しない 

許容する 1 セッションの変更 

（5.4） 

利用しない 許容しない 

aラインの変更、mラインの追加・無効化（ポ

ートを０に設定）を許容（付属資料 b.2.に利

用形態を記載） 

 

a.12.  輻輳規定 

輻輳規定についての選択条件を付表a-13に記載する。 

 

付表 a-13 輻輳規定 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

セッションの最大同時
接続呼数を設定する 

セッションの最大同
時接続呼数を設定す
る 

1 セッションの最大同
時接続呼数 
（付属資料a） 

セッションの最大同時
接続呼数を設定しない 

セッションの最大同

時接続呼数を設定し

ない 

最大同時接続呼数、両方向留保セッション数
の値については事業者間協議とする。 

 

a.13  発ユーザ種別 

発ユーザ種別についての選択条件を付表a-14に記載する。 

 

付表 a-14 発ユーザ種別 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

cpc パラメータを設定す

る 

cpc パラメータを設定し

ない 

cpc パラメータの設定

を許容する 

1 発ユーザ種別の設定 
（付録v） 

cpc パラメータを設定し

ない 

cpc パラメータの設定

を許容しない 

  

 

a.14  サブアドレス 

発着のサブアドレスについての選択条件を付表a-15に記載する。 

 

付表 a-15  サブアドレス 

選択肢 項番 項目 

(TR-9025該当箇所) 送信網 受信網 

備考 

利用する 

利用しない 

許容する 1 発サブアドレスの利

用 

（付属資料ｄ） 利用しない 許容しない 

 

利用する 

利用しない 

許容する 2 着サブアドレスの利

用 

（付属資料ｄ） 利用しない 許容しない 
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【付属資料b】 

 

TR-9025の規定に関する追記事項 
 

b.1.  ガイダンス/トーキ 

 

DT、RBT、BT、NUトーキは発側網にて送出することを基本とする。着側網からレスポンスを受けて発側網から提供するガイダンス/

トーキの場合に利用するステータスコード（TR-9025の5.5.2.節）は、付表b-1のとおりとする。 

 

付表 ｂ-1 ガイダンス/トーキの提供に利用するステータスコード 

ガイダンス/トーキ 
ステータス

コード 
送出契機 

NUトーキ 404 着網側から理由表示＃1の404の受信を契機に発網側から送出 

（TR-9025の c.2.1.節参照） 

 

故障/輻輳トーキは、該当の事象が発生した網にて送信することを基本とする。また、故障・輻輳を検出しトーキを流すときは、183

応答をした後、故障/輻輳トーキを送出することを基本とする。  

 

 

b.2.  セッション変更 

 

コンファームダイアログにおいて、セッション変更を行う場合は、メディアパートの追加・無効化（ポートを０に設定）、a=行
（sendrecv、sendonly、recvonly、inactive）の変更を許容する。なお、当該セッション変更の実施については事業者間協議とする。 
 
 
b.3.  メディアパートの条件 

 

セッション確立及びセッション変更においては、SDPのオファー及びアンサーに1つ以上の有効な（m=行のportが0でない）メデ

ィアパートを含むこととする。ただし着端末が、受信したコーデックすべてを非許容とする場合、着信網は 488 等のエラーレスポン

スを返送することとする。 

 

 

b.4.  セッションタイマ 

 

 セッションタイマの値は300秒を基本とする。
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【付属資料c】 

 

メディア転送方式 

 

 

 
c.1.  ＲＴＰプロトコル 

 

c.1.1.  ＲＴＰ仕様 

 

RTPはＩＰ通信網と協定事業者網間における音声及び映像等のリアルタイムデータの通信に用いる。 
RTPの詳細な内容についてはJF-IETF-STD64[10]を参照のこと。 

 
c.1.1.1.  ペイロードタイプ 

 

ペイロードタイプは、メディアの識別に用いる。 
ペイロードタイプはSIP信号（セッション制御信号）によりネゴシエーションされた値を用いる。 
網は、あらかじめネゴシエーションされたペイロードタイプと異なるペイロードタイプ値のパケットを受信した場合は、転送

を保証しない。 
ペイロードタイプ値はJF-IETF-STD65[11]を参照のこと。 

 
c.1.2.  ＵＤＰポート番号 

 

RTPパケットの宛先UDPポート番号については，SIP信号によりネゴシエーションされた宛先ポート番号を使用する。 

RTPパケットの宛先UDPポート番号は、1024～65534の偶数である。 
 
 
 
c.2.  ＲＴＣＰプロトコル 

 

c.2.1.  ＲＴＣＰ仕様 

 

RTCP仕様の内容についてはJF-IETF-STD64[10]を参照のこと。 
 
c.2.2.  ＵＤＰポート番号 

 

RTCPパケットの宛先UDPポート番号については、対となる音声・映像フローのRTPパケットの宛先UDPポート番号に１を加えた

値とする。 

RTCPパケットの宛先UDPポート番号の範囲は、1025～65535である。 
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【付属資料d】 

 
SIP信号の内容に基づくメディアストリームの制御 

 
 
d.1.  概要 

 
ＩＰ通信網では、協定事業者網との網間におけるSIP信号の交換を契機として、当該網間にて設定されるメディアストリームの通

過制御を行う。 
ＩＰ通信網から協定事業者網向けの信号と、協定事業者網からＩＰ通信網向けの信号が同一の経路を通ることが要求される。 

 

  
 

付図 d-1： メディアストリームの制御 

 
 
d.2.  メディアパスの接続 

 
INVITEトランザクションでのSDP交換を契機として、発側網および着側網間で当該トランザクションにて指定されるメディアスト

リームは、最優先クラス、高優先クラス、或いは優先クラスでの通過を可能とする。 

ＩＰ通信網におけるメディアストリーム収容制限数または容量については事業者間協議のうえ決定する。 

また、INVITE 等の呼制御信号（SIP）信号トランザクションと当該トランザクションにて指定されるメディアストリームは同一物

理回線に重畳して接続するものとする。 
 
d.3.  メディアパスの切断 

 
 BYE信号の受信によるSIPダイアログの終了を契機として、メディアストリームのパケット送受を禁止する。 
 また、ＩＰ通信網において、RTPパケットが一定時間送受信されない、または一定時間RTCPパケットが受信されない場合、通信

状態が異常であるとみなし、対応するSIPセッションを解放する場合があります。 

RTP 信号 

連携

SIP 信号

POIＩＰ通信網 
協定事業者網
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【変更履歴】 

 

1.0版 → 1.1版 

項番 変更箇所 変更前 変更後 

1 2.2.1 フレームフォーマット 

図2-3 のデータ長およびLLCデータ長 

46～1500 42～1500 

2 2.2.1 フレームフォーマット 

データ、LLCデータに関する説明 

フィールド長は46～1500byte フィールド長は 46～1500byte、も

しくは42～1500byte。 

3 2.2.2 MACフレーム長 

表 2-3 のカスタマタグ付き最小フレー

ム長 

72byte 68byte 

4 2.2.3 サービスタグ 

VIDに関する説明 

2～4064 2～4001 

5 5.1.2.1 設定条件 

表5-1 のドメインID 設定値 

0, 1 1, 2 

6 5.3 フィルタリング条件 

廃棄対象外の説明 

ただし、リングプロテクションの

R-CC のために0x01-80-C2-00-06 は

廃棄対象外となる。 

ただし、サービスタグ付きの

STP(BPDU)フレーム、およびリング

プロテクションの R-CC フレーム

(01-80-C2-00-00-05)は廃棄対象

外となる。 

 

 

【参照規格一覧】 

 

[1] IEEE Std 802.3-2005:Carrier sense multiple access with collision detection (CSMA/CD) access method and physical 

layer specifications 

[2] IEEE 802.1ad-2005: Virtual Bridged Local Area Networks Provider Bridges 

[3] ITU-T Y.1731(2006): OAM Functions and Mechanisms for Ethernet based networks 

[4] JIS C 5973:F04 Type connectors for optical fiber cables 

[5] JIS C 6835:Silica glass single-mode optical fiber 

[6] JIS C 6832:Silica glass multi-mode optical fiber 

[7] "Internet Protocol",IETF RFC791, Sep 1981. 

[8] "Internet Control Message Protocol", IETF RFC792, Sep 1981. 

 

 

【技術資料】 

 

[1] ERP仕様書 



１．規定範囲 

 
 

 本別表で規定するLAN型通信網と協定事業者網における網間相互接続インタフェースの責任分界点（POI）を図1-1に、規定点を

図1-2に示す。 

 

 

 

協定事業者網 当社LAN型通信網 

当社責任範囲 

協定事業者装置 当社装置 

責任分界点（POI） 

 

図1-1 協定事業者との接続イメージ 

 

 

 

責任分界点 

当社LAN型通信網 協定事業者網 

送信側光ジャック 

／受信側光ジャック 

配線盤

プラグ ジャック プラグ

当社装置 

光学的条件規定点 物理的条件規定点 

 

 

図 1-2 インタフェース規定点 
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２． インタフェース仕様 

 
2.1レイヤ１ 
 
物理層のインタフェース条件は、IEEE802.3規格の10GBASE-LRおよび1000BASE-SX、1000BASE-LXに準拠し、各々の転送速度でベ

ースバンド信号の転送を行う。なお、本インタフェースにおけるイーサ接続用スイッチと協定事業者装置の間に、レイヤ1の伝送装

置を設置する場合には、当該伝送装置においてリンクダウン転送（リンクパススルー）機能を有効とし、伝送区間障害発生時に当社

イーサ接続用スイッチへの光送出を停止すること。 

 
2.1.1 インタフェース条件（10Gbit/s品目） 

 

光コネクタは、JIS C 5973規格のSCコネクタを使用する。 

光ケーブルは、JIS C 6835規格のシングルモード光ファイバ（２芯）を使用する。 

 

主な光インタフェース条件を表2-1及び図2-１に示す。 

詳細仕様は、IEEE802.3規格の第52章を参照のこと。 

 

表2-1 10GBASE-LRの主な光学的条件 

 

項 目 単位 規  格 

信号速度（公称） GBd 10.3125 

信号速度偏差（最大） ppm ±100 

中心波長（範囲） nm 1260～1355 

平均送出レベル（最大） dBm 0.5 

平均送出レベル（最小） dBm -8.2 

平均受信レベル（最大） dBm 0.5 

平均受信レベル（最小） dBm -14.4 

消光比（最小） dB 3.5 

符号化形式  64B / 66B 

送信光パルスマスク  図2-1参照 

 

 

 



適用範囲： 10GBASE-LR

測定条件： f - 3dB が伝送ﾋﾞｯﾄﾚｰﾄ×0.75 の4次ﾄﾑｿﾝﾌｨﾙﾀ

0

‒ y 3

y 1

0.5

1

1+y 3

UI
0 x 1 x 2 1

論理 “ １ ”
の平均値

信
号
振
幅

論理 “ ０ ”
の平均値

x1
x 2

10GbE

0.25

0.40
x 3 0.45

y 2

x 3

y 1 0.25
y 2 0.28

1 - x 11 - x 21 -x 3

1 - y 2

1 - y 1

y 3 0.40  

 

図2-1  10GBASE-LRの光出力波形 
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2.1.2 インタフェース条件（1Gbit/s品目） 

光コネクタは、JIS C 5973規格のSCコネクタを使用する。 

光ケーブルは、1000BASE-SXの場合はJIS C6832 SGI-50/125規格のマルチモード光ファイバ（２芯）、1000BASE-LXの場合はJIS C 

6835 規格のシングルモード光ファイバ（２芯）を使用する。また、IEEE 802.3 に規定される機能のうち、Clause37 に規定されてい

るAuto-Negotiationについては、5.1.1項、5.1.2項で記載する。 

 

主な光インタフェース条件を表2-2及び図2-2に示す。 

詳細仕様はIEEE802.3規格の第38章を参照のこと。 

 

 

表2-2  1000BASE-SX/LXの光学的条件 

 

項 目 単位 1000BASE-SX 1000BASE-LX 

信号速度（公称） GBd 1.25 1.25 

信号速度偏差（最大） ppm ±100 ±100 

中心波長（範囲） nm 770 ～ 860 1270 ～ 1355 

平均送出レベル（最大） dBm 0 -3.0 

平均送出レベル（最小） dBm -9.5 -11.0 

平均受信レベル（最大） dBm 0 -3.0 

平均受信レベル（最小） dBm -17 -19.0 

消光比（最小） dB 9.0 9.0 

符号化形式  8B / 10B 

光信号パルスマスク  図2--2を参照 

 



適用範囲： 1000BASE-SX/LX

測定条件： f - 3dB が伝送ﾋﾞｯﾄﾚｰﾄ × 0.75 の 4次ﾄﾑｿﾝﾌｨﾙﾀ

0

‒ y1

y1

0.5

1

1+y2

UI
0 x1 1-x2x2 1-x1 1

論理 “ １ ”
の平均値

信
号
振
幅

論理 “ ０ ”
の平均値

x1
x2

GbE

0.22

0.375

y1 0.20

1-y1

y2 0.30

適用範囲： 1000BASE-SX/LX

測定条件： f - 3dB が伝送ﾋﾞｯﾄﾚｰﾄ × 0.75 の 4次ﾄﾑｿﾝﾌｨﾙﾀ

0

‒ y1

y1

0.5

1

1+y2

UI
0 x1 1-x2x2 1-x1 1

論理 “ １ ”
の平均値

信
号
振
幅

論理 “ ０ ”
の平均値

x1
x2

GbE

0.22

0.375

y1 0.20

1-y1

y2 0.30
 

 

図2-2  1000BASE-SX/LXの光出力波形 
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2.2 レイヤ２ 
 

 データリンク層仕様はIEEE 802.3に準拠する。 

 フレーム形式はIEEE802.1ad準拠のサービスタグ（タグタイプ0x88a8）付きMACフレームとする。 

 

2.2.1 フレームフォーマット 
 

カスタマタグ付きのフレーム構造を図2-3、カスタマタグ無しのフレーム構造を図2-4にそれぞれ示す。 

尚、サービスタグおよびカスタマタグに関しては、2.2.3節と2.2.4節を参照のこと。 

 

IEEE802.3版のIEEE802.1adフレームフォーマット 

ﾌﾟﾘｱﾝﾌﾞﾙ SFD 
宛先 

ｱﾄﾞﾚｽ 

送信元 

ｱﾄﾞﾚｽ 

ｻｰﾋﾞｽ

ﾀｸﾞ 

ｶｽﾀﾏ 

ﾀｸﾞ 

LLC 

ﾃﾞー ﾀの

ﾌﾚｰﾑ長

LLCﾃﾞー ﾀ ﾊﾟﾃﾞｨﾝｸﾞ FCS 

(7) (1) (6) (6) (4) (4) (2) (42～1500) (4) 

 

DIX版のIEEE802.1adフレームフォーマット 

ﾌﾟﾘｱﾝﾌﾞﾙ 
宛先 

ｱﾄﾞﾚｽ 

送信元 

ｱﾄﾞﾚｽ 

ｻｰﾋﾞｽ

ﾀｸﾞ 

ｶｽﾀﾏ 

ﾀｸﾞ 

ﾌﾚｰﾑ

ﾀｲﾌ  ゚
ﾃﾞー ﾀ ﾊﾟﾃﾞｨﾝｸﾞ FCS 

(8) (6) (6) (4) (4) (2) (42～1500) (4) 

 

図2-3 カスタマタグ付きのIEEE802.1adフレームフォーマット 

 

IEEE802.3版のIEEE802.1adフレームフォーマット 

ﾌﾟﾘｱﾝﾌﾞﾙ SFD 
宛先 

ｱﾄﾞﾚｽ 

送信元

ｱﾄﾞﾚｽ

ｻｰﾋﾞｽ

ﾀｸﾞ 

LLC 

ﾃﾞー ﾀの

ﾌﾚｰﾑ長

LLCﾃﾞー ﾀ ﾊﾟﾃﾞｨﾝｸﾞ FCS 

(7) (1) (6) (6) (4) (2) (46～1500) (4) 

 

DIX版のIEEE802.1adフレームフォーマット 

ﾌﾟﾘｱﾝﾌﾞﾙ 
宛先 

ｱﾄﾞﾚｽ 

送信元

ｱﾄﾞﾚｽ

ｻｰﾋﾞｽ

ﾀｸﾞ 

ﾌﾚｰﾑ

ﾀｲﾌ  ゚
ﾃﾞー ﾀ ﾊﾟﾃﾞｨﾝｸﾞ FCS 

(8) (6) (6) (4) (2) (46～1500) (4) 

 

図2-4 カスタマタグ無しのIEEE802.1adフレームフォーマット 

 

プリアンブル：7byte 

  フレーム同期用のフィールド。内容は1,0の交番信号である。 

  DIX形式フレームのプリアンブルは8byteで内容は1,0,1,0,1,0,......1,0,1,1である。 

 

SFD（Start of Frame Delimiter: フレーム開始デリミタ）：1byte 

  フレームの開始位置を示す。内容は1,0,1,0,1,0,1,1である。 

 

宛先アドレス：6byte 

  宛先MACアドレス。 

  MACアドレスの詳細は2.2.5節を参照のこと。 

 

送信元アドレス：6byte 

  送信元MACアドレス。 

  MACアドレスの詳細は2.2.5節を参照のこと。 
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LLCデータのフレーム長（IEEE 802.3形式のみ）：2byte 

  情報フィールドの長さ。 

 

フレームタイプ(DIX形式のみ)：2byte 

  データのプロトコルを示す識別子。 

    （例）  IP   ： 0x0800 

             ARP ： 0x0806など 

 

データ、LLCデータ 

  データの内容。 

  フィールド長は46～1500byte、もしくは42～1500byte。 

 

パディング 

  データ長が46byteより短い場合に挿入する。 

 

FCS（Frame Check Sequence）: フレームチェックシーケンス：４byte 

  誤り検出のために使用する。生成多項式は以下の通りとする。 

 

G(x) = x 32 + x 26 + x 23 + x 22 + x 16 + x 12 + x 11 + x 10 + x 8 + x 7 + x 5 + x 4 + x 2 + x + 1 

 

 受信側で同様のアルゴリズムによりCRC値を計算し、フレームチェックシーケンス部の値と異なった場合は、

LAN型通信網内でフレーム誤りとして廃棄する。 

 

2.2.2 MACフレーム長 
 
 送受信を必須とするMACフレーム長の範囲を表2-3に示す。尚、ここでのフレーム長は宛先アドレスからFCSフィールドまでのサ

ービスタグを含む長さを指す（図2-3、2-4を参照）。 

 

表2-3 MACフレーム長 

MACフレーム カスタマタグ無し カスタマタグ付き 

最小フレーム長 68byte 68byte 

最大フレーム長 1522byte 1526byte 

 

なお、LAN型通信網側で表2-3に規定した最大フレーム長より大きく9030byte以下のジャンボフレームを受信可能にすることがで

きる。但し、ジャンボフレームの利用については事業者間で協議の上、決定する。 

規定のフレーム長の範囲を超えるフレームについては、LAN型通信網における転送を保障しない。 

 
 
 
2.2.3 サービスタグ 
 
サービスタグ(S-TAG)は、キャリア網内の転送に用いられる４byteのVLANタグであり、LAN型通信網側で必要に応じて変換する。 

 

図2-5に示すように、TPID（２byte）とTCI（２byte）から構成される。 

 

TPIDは、0x88-a8の値に設定される。 

 

 また、TCIは優先度表示PCP（３ビット）、廃棄表示DEI（１ビット）、VID（１２ビット）から構成される。 

 PCPおよびDEIについては、6.1節を参照のこと。 

 VIDの値については、2～4001の間の値を取るものとする。各網間相互接続インタフェースにおいて使用可能な  

VLAN-IDの最大数は、IF速度が10Gbit/sの場合は4000まで、1Gbit/sの場合は500までとするが、当社網内でのID数の収容条件

により制約を受けることがある。具体的な値は協定事業者と指定方法について双方合意し、開通時に付与することとする。 

 



TPID
（2ｵｸﾃｯﾄ）

TCI
（2ｵｸﾃｯﾄ）

PCP：Priority Code Point
DEI： Drop Eligible Indicator
VID：VLAN Identifier

TPID：Tag Protocol Identifier
TCI：Tag Control Information

VID
（12ﾋﾞｯﾄ）

DEI
（1ﾋﾞｯﾄ）

PCP
（3ﾋﾞｯﾄ）

 
 

図2-5 サービスタグの構成 

2.2.4 カスタマタグ 

 
カスタマタグ(C-TAG)は、ユーザ網内の転送に用いられる４byteのVLANタグである。 

 

図2-6に示すように、TPID（２byte）とTCI（２byte）から構成される。 

TPIDは、0x81-00の値に設定される。 

また、TCIは優先度表示PCP（３ビット）、CFI（１ビット）、VID（１２ビット）から構成される。 

 

 

TPID
（2ｵｸﾃｯﾄ）

TCI
（2ｵｸﾃｯﾄ）

PCP：Priority Code Point
CFI： Canonical Format Indicator
VID：VLAN Identifier

TPID：Tag Protocol Identifier
TCI：Tag Control Information

VID
（12ﾋﾞｯﾄ）

CFI
（1ﾋﾞｯﾄ）

PCP
（3ﾋﾞｯﾄ）

 
 

図2-6 カスタマタグの構成 

2.2.5 MACアドレス 

 

MACアドレスは48ビットで構成されるものでローカルアドレスとユニバーサルアドレスの2つに区分される。 

ローカルアドレスは48ビットすべてが１で構成されるブロードキャストアドレスのみを規定する。 

ユニバーサルアドレスの構成を図2-7 に示す。 

ベンダーコードはメーカ固有の番号であり、インタフェース自体に固定で割り当てる。 

ノード番号はインタフェースを製造したメーカがインタフェースに記録する。 

 

７ ６ ５ ４ ３ ２ １ ０    

 

ベンダーコード（２４ビット） 

 

 

ノード番号（２４ビット） 

 

４８ 
ビット 

 

図2-7 MACアドレスの構成 
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３. 故障管理 
 
3.1 Ethernet OAM 
 

相互接続における故障管理の実施を目的として、ITU-T Y.1731に準拠したEthernet OAM機能（CCフレーム）の利用を必須とする。

本機能は網間相互接続インタフェースを介して相互接続するVLANに対して原則適用される。 

 

 

3.1.1 利用条件 
 

Ethernet OAMフレームは網間相互接続インタフェースにおいて、以下のように処理される。 

 

■C-TAGが付いたEthernet OAMフレームは透過転送する 

■C-TAGが付いていないEthernet OAMは以下のように処理される 

○MEGレベル = 0,1,2,3のEthernet OAMフレームは破棄する 

○MEGレベル = 4のEthernet OAMフレームはCCフレームのみ透過転送し、他のEthernet OAMフレーム 

   は破棄する 

○MEGレベル = 5,6,7のEthernet OAMフレームは透過転送する 

 

 

 MEG IDに関しては、ITU-T Y.1731 Annex A で規定される ICC-based MEG ID Formatのみ対応する。MEG IDは、当社が指定、或い

は接続事業者との協議により決定された値を用いる必要がある。 

MEGについては3.1.3節を参照のこと。 

 

 なお、EtherTypeおよびMultiCast Addressは以下の値で固定とする。 

    Multicast Address  = 01:80:C2:00:00:34 

    EtherType  = 0x8902 

 

3.1.2 管理ポイント 

Maintenance Point (MP) 

   Ethernet OAMフレームを処理する管理点である。 

  MEPおよびMIPから構成される。 

 

MEG End Point (MEP) 

   Ethernet OAM フレームを生成・終端、処理する管理点である。 

  協定事業者網内のMEPとLAN型通信網内のMEPは、網間相互接続インタフェースを介してEthernet  

OAMフレームを交換することができる。原則MEPはVLAN単位で設置する。 

 

 以下に利用条件を示す。 

(1) LAN型通信網内では、協定事業者と取り決めたMEPに対するCC以外のEthernet OAM 

フレームを廃棄する。  

(2) 同一MEG 内でMEPを識別するMEPIDの重複が許されないため、具体的な値は協定事業者と指定方法につ

いて双方合意し、開通時に付与することとし、決定されたMEPIDを用いる必要がある。 

 

 

MEG Intermediate Point (MIP) 

   特定のEthernet OAM フレームを終端、処理する管理点である。 

  尚、LAN型通信網内のMIPは網間相互接続インタフェースを介した応答を行わない。 

 
3.1.3 管理レベル 
 

MEG（Maintenance Entity Group） 

  Ethernet OAM による管理単位ME（Maintenance Entity）の集合である。 

  MEP-MEP間の組合せ（面）を意味する。 

 

 



MEG ID 

  MEGを一意に識別するための識別子である。 

  16Byteの空間をもち、以下のフィールドから構成される。 

   ・ フォーマット（1Byte） 

   ・ 長さ（1Byte） 

   ・ 予約（1Byte) 

   ・ アドレス（13Byte） 

MEGレベル 

  MEGの管理レベルを識別する。 

 MEGレベルは以下に示す３階層の管理レベルに分類できる。 

 

   オペレータレベル ： MEGレベル = 0,1,2 

   プロバイダレベル ： MEGレベル = 3,4 

   カスタマレベル ： MEGレベル = 5,6,7 

 

3.1.4 フレームフォーマット 

 

 Ethernet OAM のフレーム構造を図3-1に示す。 

   IEEE802.1adのサービスVLANタグが付与されたフレーム形式が利用可能である。 

 

 

ﾌﾗｸﾞ

(8)

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

番号

(5)

制御

ｺｰﾄﾞ

(8)

TLV

ｵﾌｾｯﾄ

(8)

OAMデータ情報

（CC等）

TPID

(16)

宛先

アドレス

(48)

送元

アドレス

(48)

MEG

ﾚﾍﾞﾙ

（3)

ｲｰｻﾀｲﾌﾟ

.1ag ET

(16)

TCI

（16)

ﾌﾗｸﾞ

(8)

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

番号

(5)

制御

ｺｰﾄﾞ

(8)

TLV

ｵﾌｾｯﾄ

(8)

OAMデータ情報

（CC等）

TPID

(16)

宛先

アドレス

(48)

送元

アドレス

(48)

MEG

ﾚﾍﾞﾙ

（3)

ｲｰｻﾀｲﾌﾟ

.1ag ET

(16)

TCI

（16)

IEEE802.1adサービスタグ付きのフレームフォーマット ＊ （）内の数字はbit数を表します。

 

 

図3-1 Ethernet OAMのフレームフォーマット 

 

 

3.1.5 フレーム種別 
 
CCフレームのみ利用することができる。 

 すなわち、協定事業者が自網内に設定したMEPと、網間相互接続インタフェースを介して遠隔上に設定したMEPとのCCフレーム交

換による開通確認や故障の検出を行うことができる。 

 
3.1.6 CCフレーム 
 
サービスVLAN毎にMEP間で定期的にフレームを送受信する。各MEG毎に１つまたは複数のMEPを選択して、当該MEPからは他の

MEPに対してマルチキャストで送信し、その他のMEPからは当該MEPにユニキャストで送信する。 

LAN型通信網側は、対向MEPから一定時間（送信間隔の3.5倍時間）受信しない場合に通信断とみなす。利用条件を以下に示す。 

 

 

 

  宛先アドレス：マルチキャストおよびユニキャストMACアドレス 

  送信間隔 ：1secのみ 

  S-PCP値 ：当該S-VLANで許容される値のうち、最優先で転送されるクラスで利用される値とする。 

 

 各MEPからのCCフレーム不到達情報をもとにして、拠点間の通信断を検知することができる。 
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4. 試験方法 

 

4.1 IP ping 

 
相互接続における開通試験や故障切り分けを行うため、IP ping機能を利用する。 

  

 尚、試験対象として許可されたアドレスと異なる宛先に、協定事業者網からLAN型通信網内へと流入しようとするIP ping パケッ

トは応答しない。 

 

 



５．保守運用 
 
5.1 冗長構成 
 
冗長構成を必須とする。冗長構成として、リンクアグリゲーション或いはリングプロテクションの2種の何れかを選択することと

する。冗長構成区間の接続帯域が冗長回線中の一物理回線容量を超過しない様収容する。 

 

5.1.1 リンクアグリゲーション 
 

IEEE 802.3に準拠するリンクアグリゲーションをサポートする。 

図5.1のように冗長回線数は２回線までとする。また、VLANの振り分けはS-VIDによる固定設定で行う。 

なお、LACPには対応しない。また、IF速度が１Gbit/sの場合、Auto-Negotiationについてはenable設定を原則とする。 
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※ 
 

 

 協定事業者装置 当社装置 
 

 

 

 

 ※POI 
 

 

 

 

図5-1 協定事業者との接続イメージ（リンクアグリゲーション） 

 
 
5.1.1.1 冗長切替方式 
 
リンクダウンの検出により故障を検出し、通信回線の片寄せを行う。 

相互接続するレイヤ２装置の間にレイヤ１の伝送装置が存在する場合、リンクダウン転送（リンクパススルー）機能を有効にする

必要がある。 

なお、故障復旧時の切り戻しは手動によるものとし、故障復旧回線の正常性を相互に確認後に、行うものとする。 

 

5.1.2 リングプロテクション 
 
NTTの規定するERPによるリングプロテクションをサポートする。ERPの詳細は技術資料[1]を参照のこと。また、IF速度が１Gbit/s

の場合、Auto-Negotiationについてはdisable設定を原則とする。 

 

 

 

 



協定事業者 
当社装置 ※

装置 

当社装置 協定事業者 
装置 ※

※POI 

 

 

図5-2 協定事業者との接続イメージ（リングプロテクション） 

 

冗長構成とするため、LAN型通信網と協定事業者とのPOIは2箇所ある。図5-2の装置の配置は一例である。 

 

5.1.2.1 設定条件 
 

技術資料[1]の2.6節に記載のERPパラメータ値の内、リングの設定条件パラメータを、表5 -1に示すように規定する。 

 

表5-1 ERP設定条件 

  パラメータ 設定値 

1 バージョン 1 

2 ドメインID   1, 2 

（２つのドメインを使用する） 

3 R-CC-DA 01-80-C2-00-00-05 

4 R-AIS-DA-prefix 01-81-C2-00 

5 R-CTL-DA-prefix 01-82-C2-00 

6 リング制御フレームのVID 1 

7 リング制御フレームのPCP 7 

8 リング制御フレーム用 

Ether Type 

0x9555 
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9 R-AIS 

送信間隔 

500msec 

10 R-AIS送信回数 5 

11 FDB Flush 

回避時間 

5sec 

12 R-CTL[rstr Ready] 

送信間隔 

2sec 

13 R-CTL[rstr Ready] 

リトライ回数 

3 

14 R-CTL[rstr FWD] 

送信間隔 

500msec 

15 R-CTL[rstr FWD] 

リトライ回数 

3 

 

5.1.2.2 流通情報 
 

技術資料[1]の2.6節に記載のERPパラメータ値の内、リング接続に関する流通パラメータを、表5 -2に示すように規定する。 

 

表5-2 ERP流通情報 

  パラメータ 設定値 備考 

1 RN-ID 協議事項 網間相互接続インタフェースで接続されるリング内

で一意となるように調整 

2 Ring-ID 協議事項 1～65535 

リングを構成する装置間で同一IDを設定しRingを

構成する。隣接Ringでは異なる必要がある。 

3 優先Ring-ID  非優先リング 網間相互接続インタフェースで接続されるリングは

非優先リングとする 

4 R-CC 

送信間隔 

100msec ただし、故障監視間隔の調整で他の値とする必要が

あれば変更する。 

5 R-CC 

ロスト判定回数 

3.5回 ただし、故障監視間隔の調整で他の値とする必要が

あれば変更する。 

 

また、表5-2 のパラメータの他に、運用上、以下の項目について具体的な値は協定事業者と指定方法について双方合意し、開通時

に付与することとする。 

・ ドメイン設定用VID 

 ドメインを設定する際に用いるVID 

 ドメイン毎に1個（計2個） 

・ テスト用VID 

 接続検証時のテストVLANのVID 

 ドメイン設定用VIDを利用することも可能 

  

 さらに、以下の項目は原則として当社が管理・運用する。 

・ admin Blocking port 

 リング上のドメインごとの閉塞点 

・ 切り戻し 

 故障復旧時の手動切り戻し運用 
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 また、事業者間で接続させるユーザのS-VIDについて、当社から通知すること。 

 S-VID 

 

 また、事業者間で接続させるユーザのドメインIDについて、当社に通知すること。 

 ドメインID 

 
5.2 フロー制御 
 
5.2.1帯域制限 
 
LAN型通信網ではS-VLAN単位に帯域制限の設定をする。協定事業者は、申込み時指定のS-VLAN単位の設計帯域を越えないように

帯域制限を掛けて、LAN型通信網へフレームを送信することとする。（排他的に）複数S-VLANをグループとした単位での帯域制限で

の規定を可能とする。なお、LAN型通信網では、双方で合意した帯域制限値を越えるトラヒックの転送を保障しない 

 
5.2.2 PAUSE機能 
 
 IEEE802.3のPAUSE機能を用いたフロー制御には対応しない。 

 相互接続するレイヤ２装置側は、本機能を無効にする必要がある。 

 

 

5.3 フィルタリング条件 
 
LAN型通信網では、網間相互接続インタフェースにおいて以下のフレームを廃棄する。 

・01-80-C2-00-00-00～01-80-C2-00-00-0Fの予約アドレスのフレーム（STP(BPDU)フレーム、PAUSEフレーム等） 

ただし、サービスタグ付きのSTP(BPDU)フレーム、およびリングプロテクションのR-CCフレーム(01-80-C2-00-00-05)は廃棄対象外

となる。 
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６．利用選択可能な項目の規定 
 
6.1 QoS 
 
LAN型通信網内では、PCPフィールドに基づいた4クラス（SH,H,M,L）の優先制御を利用することができる。利用の有無はS-VLAN

単位で設定できる。優先制御をおこなう場合は、表6-1のようにPCPフィールドとクラスを対応させる。 

 

表6-1 TCIのPCP値と優先度(SH,H,M,L,)の変換 

LAN型通信網 → 協定事業者網 協定事業者網 → LAN型通信網 

[優先クラス] → [ PCP値 ] 

SH → ７ 

H → 4 

M → 2 

L → 0 

[ PCP値 ] → [優先クラス] 

７,6,5 → SH 

4,3 → H 

2,1 → M 

0 → L 

 

優先制御を行わない場合は、LAN型通信網から協定事業者網へはPCP値=0として、協定事業者網へ送出する。協定事業者網からLAN

型通信網へはPCP値に関わらず優先クラス=Lとして扱う。 

 

 なお、本別表では、サービスタグ内のDEIフィールドの利用方法に関して規定しない。 
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【変更履歴】 

 

1.0 版 → 1.1 版 

項番 変更箇所 変更前 変更後 

1 2.2.1 共通構成 

version の説明 

0x-00-01 0x00-01 

2 2.4.1 A-B 間両方向故障 および

2.4.2 スイッチ B故障 

説明文中 4箇所 

EN-ID RN-ID 

3 2.4.1 A-B 間両方向故障 

図 2-13 のシーケンス内における

スイッチ Aが受信する信号 

R-AIS:R2(A⇒B)+故障 ID R-AIS:R2(B⇒A)+故障 ID

4 2.4.1 A-B 間両方向故障 

図 2-13 のタイトル 

A-B間両方向故障発生時

の優先リング(R2) 

A-B間両方向故障発生時

の非優先リング(R2) 

5 2.4.2 スイッチ B故障 

説明文 

該当ポートに設定され

た優先 Ring-ID と同じ

Ring-IDが設定されたリ

ングポート a1 から 

該当ポートに設定され

た複数の Ring-ID の内、

優先 Ring-ID ではない

Ring-IDが設定されたリ

ングポート a1 から 

6 2.4.4 切り戻しシーケンス 

図 2-17 のシーケンス内における

表記 

インスタンス 

I-ID 

ドメイン 

D-ID 

7 2.6 パラメータ項目 

表 2-7 の Ring-ID 設定範囲 

0x0001～0xFFFF 0x0000～0xFFFF 

8 2.6 パラメータ項目 

表 2-7 の優先 Ring-ID 設定範囲

0x0001～0xFFFF 0x0000～0xFFFF 

9 2.6 パラメータ項目 

表 2-7 の項番 6 

(項番 7以降は番号振り直し) 

(未記載) 設定項目：ドメイン ID 

対象：スイッチ 

初期値：－ 

設 定 範 囲 ： 0x0000 ～

0xFFFF 

刻み：1bit 
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1 インターフェース規定点 
 図 1-1 に協定事業者との接続イメージを示す。 
 

当社装置

 
図 1-1 接続事業者との接続イメージ 

 
 Ethernet Ring Protection (ERP) 

.1  ERP 動作概要 

ERP は、スイッチ機能を有する装置（以下、スイッチと記載）がリング状に接続されたリ

ン

能 
能 

 
れぞれの機能について、以下に概要を説明する。 

 
.1.1 故障検出機能 

スイッチ間の故障を監視する。 

2
 
2
 

グネットワーク上で、イーサネットの経路を制御するために以下の機能を具備する。 
・ 故障検出機能 
・ 経路切替制御機

・ マルチリング対応機

そ

2
ERP は以下の手順で

 

協定事業者

装置

当社装置

協定事業者

装置

※

※POI 

※
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・ スイッチ間検査フレーム（R-CC）によりリンクごとに監視。 

I を送信。 
 

 

・ R-CC を一定時間受信しない場合にリンク故障を検出。 
・ リンク故障を検出したら，検出したリングポートに R-RD
・ R-RDI を受信したらリンク故障として検出（片方向リンク故障検出）。

 

A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1

R-CC

R-CC受信
⇒正常

R-CC受信
⇒正常

              

A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1

R-CC未受信
⇒b1リンク故障

R-CC未受信
⇒a2リンク故障

 
 

図 2-1  正常時の物理リンク監視                 図 2-2  A-B 間両方向故障 
 

A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1

R-RDI受信
⇒b1リンク故障

R-CC未受信
⇒a2リンク故障
⇒a2からR-RDI送信

R-RDI

 
 

図 2-3  A-B 間片方向故障 

Ethernet では，上りと下りのトラヒックが同じ経路（論理リンク）を通るため、片方向

受信/R-RDI 受信と同様に故障を検出す

 

 

リンク故障も両方向リンク故障と同様に扱う。 
また、リンクダウンを検出した場合も，R-CC 未

る。 
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2.1.2 経路制御機能 
において、ユーザフレームの疎通/遮断設定を制御することで、イ

表 2-1 リングポートの状態 

ERP は以下の手順で経路を制 ート制御を、図 2-5 に故障発

時のポート制御を図示する。 

閉塞ポート（e1）を admin Blocking として設定。 
・ リンク故障を検出したスイッチは，そのリンクを接続するポート（a2,b1）を failure 

・ つスイッチ（E）は，R-AIS を受信したら admin Blocking ポ

ERP は、リングポート

ーサネットの経路を制御する。また、経路の制御を VLAN グループ（ドメイン）ごとに

実施する。表 2-1 に、リングポートの状態を示す。 
 

図

スイッチ，ラインカード起動時などの初期状態。R-CC停止。リングポート単

位。
initial-no-CC Blocking

スイッチ，ラインカード起動時などの初期状態。R-CC送信。ドメイン単位。initial-CC Blocking

スイッチ，ラインカード起動時などの初期状態。故障を検出している状態。
ドメイン単位。

initial-error Blocking

制御フレームのみが転送される状態。Blocking

故障検出後，R-CCにより復旧を確認し，Forwardingへの切戻待機状態。
切り戻し制御によりForwardingに移行。ユーザフレームは転送不可。ドメイ

ン単位。

recovery Blocking

全フレーム(ユーザフレーム，制御フレーム)が転送される状態。ドメイン単

位。
Forwarding

故障箇所の両端のリングポートの状態。R-AIS受信時もForwardingに移

行しない。リングポート単位。
failure Blocking

管理者が設定する状態。優先リングのR-AISを受信するとForwardingに移

行。共有リンクのリングポートには設定不可。ドメイン単位。
admin Blocking

全フレームが転送されない状態。Down

概要状態 図

スイッチ，ラインカード起動時などの初期状態。R-CC停止。リングポート単

位。
initial-no-CC Blocking

スイッチ，ラインカード起動時などの初期状態。R-CC送信。ドメイン単位。initial-CC Blocking

スイッチ，ラインカード起動時などの初期状態。故障を検出している状態。
ドメイン単位。

initial-error Blocking

制御フレームのみが転送される状態。Blocking

故障検出後，R-CCにより復旧を確認し，Forwardingへの切戻待機状態。
切り戻し制御によりForwardingに移行。ユーザフレームは転送不可。ドメイ

ン単位。

recovery Blocking

全フレーム(ユーザフレーム，制御フレーム)が転送される状態。ドメイン単

位。
Forwarding

故障箇所の両端のリングポートの状態。R-AIS受信時もForwardingに移

行しない。リングポート単位。
failure Blocking

管理者が設定する状態。優先リングのR-AISを受信するとForwardingに移

行。共有リンクのリングポートには設定不可。ドメイン単位。
admin Blocking

全フレームが転送されない状態。Down

概要状態

 
御する。図 2-4 に正常時のポ

生

 
・ 正常時にループを解除する

Blocking とする。 
・ failure Blocking ポートとは逆のポート（a1,b2）から R-AIS を送信。 

admin Blocking を持

ート（e1）を Forwarding とする。 
・ R-AIS を受信したスイッチは FDB(Filtering Data Base)を Flush する。 
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A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1

R-CC

R-CC受信
⇒正常

R-CC受信
⇒正常

e1:admin Blocking  

図 2-4  正常時のポート制御 
 

R-RDI

A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1

R-RDI受信

R-CC未受信

⇒a2からR-RDI送信
⇒a2リンク故障

⇒b1リンク故障

e1:Forwarding

a2,b1:failure Blocking

R-AIS R-AIS

 
図 2-5 故障発生時のポート制御 
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2.1.3 マルチリング対応機能 
ERP は、図 2-6 のように、2 つのスイッチで複数のリングを接続するマルチリング構成

におけるプロテクション機能を具備する。ここで、複数のリングで共有するリンク（A-B
間）を共有リンクと呼ぶ。 
・ 共有リンクの故障に対しては，唯ひとつのリング(優先リング)においてのみ経路切

替を行う。 
 共有リンクで故障を検出した場合、優先リングに対して、優先リングフラグ及び

Flush フラグが ON に設定された R-AIS を送信する。その他のリングに対して

は、優先リングフラグ及びFlushフラグがOFFに設定されたR-AISを送信する。 
 admin Blocking を保持するスイッチが R-AIS を受信した場合、優先リングフラ

グが ON であれば、admin Blocking を Forwarding に遷移して転送し、優先リ

ングフラグが OFF であれば状態遷移は行わずに転送する。また、Flush フラグ

が ON であれば FDB Flush を行い、OFF であれば FDB Flush を行わない。 

A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1：優先リング

IG
g1

g2

i2

i1

R2：非優先リング

b1

a3 b3

H h2h1

R-RDI

R1:R-AIS
（優先）

R1:R-AIS
（優先）

R2:R-AIS
（非優先）

R2:R-AIS
（非優先）

e1:Forwarding

a2,b1:failure Blocking

h2:admin Blocking
のまま

 

図 2-6 マルチリングの共有リンク故障時のポート制御 
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2.2 ERP フレーム構成 
 
ERP 機能が図 1.1 に示すリング型の接続構成において、イーサネットの経路を制御する

ために備える制御フレームの構成を以下に示す。 
 
2.2.1 共通構成 

ERP は各種制御フレームを具備するが、それぞれに共通する構成について図 2-7 に示す。 
 

 1 2 3 4 

 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1

1 DA 

5   

9 SA=発側物理ポートMAC または 発側リングポートMAC 

13 TPID=0x88-a8 S-TAG TCI 

17 Ethertype=0x95-55 version=0x00-01 

21 rType Flag  

25 着RN-ID 

29 発RN-ID 

33  Ring-ID 

 
図 2-7 ERP 制御フレーム共通構成 

 
DA・・・制御フレームごとに異なる（後述） 
SA・・・送信元リングポート MAC アドレス 

TPID・・・制御フレームは IEEE802.1ad 形式である。そのため「0x88-a8」とする。 
S-TAG TCI・・・PCP は「7」、S-VID は任意に設定できること。 
Ethertype・・・リング制御フレームであることを示す「0x95-55」とする。 
version・・・プロトコルバージョン番号「0x00-01(2byte)」 
rType・・・制御フレーム種別の識別子。種別を表 2-2 に示す。 
Flag・・・各制御フレームの制御フラグ（後述）。 
着 RN-ID・・・制御フレームの宛先スイッチの RN-ID（スイッチの識別子：Ring Node ID） 
発 RN-ID・・・送信元のスイッチの RN-ID 
Ring-ID・・・制御フレームの制御対象となるリングの識別子。10 進数の Ring-ID を 2
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進表記として MSB を bit 8 とする。例えば Ring-ID が「1000」の場合の bit 列は

「0000001111101000(2byte)」となる。 
 
 

表 2-2 rType フィールド値 

8 bit 種別 備考 

00000000 R-CC リンク監視用フレーム 
01000000 R-RDI リンク監視用フレーム 
10000000 R-AIS 故障通知用フレーム 
11000010 R-CTL[rstr Ready] 切り戻し確認フレーム 
11000011 R-CTL[rstr FWD] 切り戻し実施フレーム 

 
 

2.2.2 R-CC 
R-CC は隣接スイッチ間で物理リンクの正常性を確認する制御フレームである。以下に、

R-CC の概要を示す。 
・ 目的 

 リンクの故障検出 
・ 処理方法 

 物理ポートから物理リンクごとに送信。自スイッチの RN-ID と送信間隔時間を

隣接スイッチへ通知する。 
 隣接スイッチの送信間隔時間×R-CC ロスト判定回数の間、R-CC が未受信の場

合に故障を検出。 
・ 転送 

 接続スイッチで終端(転送しない)。 
  
フレーム構成は図 2-7 に加え、図 2-8 の構成を持つ。 
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 1 2 3 4 

 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1

37 送信間隔  

 

 

padding (26byte) 

65 FCS 

 
図 2-8 R-CC フレーム構成 

 
送信間隔・・・自スイッチの R-CC 送信間隔 
 
R-CC は、図 2-7 で示した共通構成のフィールドの内、DA として 01-80-C2-00-00-05 を

持つ。また、Flag フィールド値として、表 2-3 のビット列を持つ。 
 

表 2-3 R-CC の Flag フィールド値 

8 bit 種別 備考 

10000000 Ack R-CC 停止応答 
01000000 stop R-CC 停止 
00100000 Reserve  
00010000 Reserve  
00001000 Reserve  
00000100 Reserve  
00000010 Reserve  
00000001 Reserve  

 
Ack フラグ、Stop フラグは、R-CC の停止処理に用いる（2.3.1 参照）。 
 
R-CC を受信したスイッチは受信した R-CC の送信間隔フィールド、発 RN-ID フィールド

から、隣接スイッチの R-CC 送信間隔と隣接 RN-ID 情報を取得する。 
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2.2.2 R-RDI 
 
R-RDI は接スイッチ間で物理リンクの正常性を確認する制御フレームである。以下に、

R-RDI の概要を示す。 
・ 目的 

 R-CC による故障検出を対向スイッチに通知（片方向リンク故障が検出可能） 
・ 処理方法 

 物理ポートから物理リンクごとに送信。R-CC，R-RDI共に未受信の場合に，R-CC
と同じ間隔で継続的に送信。その間 R-CC の送信は停止。 

 R-RDI を受信した物理ポートは片方向リンク故障を検出。対向スイッチから

R-CC,もしくは R-RDI を受信したら R-RDI の送信を停止し R-CC を送信開始。 
・ 転送 

 隣接スイッチで終端(転送しない)。 
 
DA、フレーム構成、Flag フィールド値は R-CC と同じである。 
 

2.2.3 R-AIS 
 
R-AIS は故障を検出した際に他のスイッチに対して故障の発生を通知し、経路の切替を実

施する制御フレームである。以下に、R-AIS の概要を示す。 
・ 目的 

 リング内の他スイッチへの故障通知 
・ 処理方法 

 故障検出時に，検出したリングポートと同じ Ring-ID を持つ逆側リングポート

にR-AIS+故障 IDを送信。このとき，マルチキャストDAの下位2byteをRing-ID
とする。 

 R-AIS 受信時は，SA が自スイッチである場合に廃棄し，SA が自スイッチでは

ない場合，マルチキャスト DA により Ring-ID を識別し，同じ Ring-ID のリン

グポートに転送する。着 RN-ID が自スイッチの場合，もしくは同一 Ring-ID の

逆側リングポートが initial-no-CC Blocking 状態，もしくは，initial-error 
Blocking 状態、もしくは、failure Blocking 状態の場合，R-AIS Ack+故障 ID を

応答する。 
 R-AIS を送信したスイッチが R-AIS Ack+故障 ID を受信したら，故障 ID が一致

する R-AIS の送信を停止する。送信後 R-AIS Ack を R-AIS 送信間隔の間受信し

なければ再送。再送回数分だけ受信しなければ送信終了。 
 admin Blocking 状態のドメインを持つスイッチは，優先リングフラグが ON の
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R-AIS を受信した際に，当該ドメインを Forwarding 状態に遷移する。 
 受信した R-AISの FlushフラグがONの場合，FDBを Flushする。続けてR-AIS

を受信しても Flush 回避時間の間は FDB Flush しない。 
・ 転送 

 受信した制御フレームのマルチキャスト DA の Ring-ID と同じ Ring-ID を持つ

リングポートに転送する。 
 
フレーム構成は図 2-7 に加え、図 2-9 の構成を持つ。 
 

 1 2 3 4 

 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1

37 

41 

故障ID (故障検出リングポートID (2byte) + 発生時刻 (8byte) 

45   

 Padding (18byte) 

65 FCS 

 
図 2-9 R-AIS フレーム構成 

 
故障 ID は、故障を検出したリングポート ID と故障検出時刻から成る。R-AIS Ack を受

信した際、故障 ID が一致する R-AIS の送信を停止する。 
 
R-AIS の DA は上位 4byte を 01-81-C2 とし、下位 2byte を Ring-ID とする。R-AIS を受

信したスイッチはDAの下位2byteと同じRing-IDが設定されたリングポートを特定し、

該リングポートに対して R-AIS を転送する。これにより R-AIS の転送範囲をリング内に

限定することが可能となる。なお、スイッチは受信した R-AIS の SA が自スイッチの MAC
アドレスと一致する場合に廃棄する機能を具備する。 
 
 
また、Flag フィールド値として、表 2-4 のビット列を持つ。 
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表 2-4 R-AIS の Flag フィールド値 

8 bit 種別 備考 

10000000 Ack R-AIS Ack 応答 
01000000 Flush FDB Flush 命令 
00100000 優先リング ポート制御命令 
00010000 Reserve  
00001000 Reserve  
00000100 Reserve  
00000010 Reserve  
00000001 Reserve  

 
 

 
2.2.4 R-CTL[rstr Ready] / R-CTL[rstr FWD] 
 
R-CTL[rstr Ready]と R-CTL[rstr FWD]は、初期起動・故障復旧時の切り戻し・ドメイン

の VLAN 設定を行う制御フレームである。 
 
・ 目的 

 オペレータが admin Blocking ポートを指定し初期起動/切り戻し・ドメインの

VLAN 設定を行う。 
・ 処理方法 

 オペレータが admin Blocking とするリングポートを設定し、該スイッチは、

admin Blocking に設定されたリングポートから隣接スイッチに対し

R-CTL[rstr Ready]を送信。R-CTL[rstr Ready]を受信したスイッチは，同一の

Ring-ID が設定されたリングポートへ転送する。 
 R-CTL[rstr Ready]を送信したスイッチは，送信したリングポートとは逆側のリ

ングポートから R-CTL[rstr Ready]を受信したら，R-CTL[rstr Ready]を送信し

たリングポートを admin Blocking に遷移させ，R-CTL [rstr FWD]を送信。 
 R-CTL [rstr FWD]を受信したスイッチは FDB を Flush し，同一 Ring-ID のリ

ングポートが initial-CC Blocking もしくは recovery Blocking の場合，

Forwarding にする。さらに R-CTL [rstr FWD]を受信したリングポートとは逆

側のリングポートから転送する。 
 R-CTL [rstr FWD]を送信した admin Edge は、逆側のリングポートから R-CTL 

[rstr FWD]を R-CTL 送信間隔の間受信しなければ再送信する。R-CTL 再送回数

受信しなければエラー終了。 
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・ 転送 
 受信した制御フレームのマルチキャスト DA の Ring-ID と同じ Ring-ID を持つ

リングポートに転送する。 
 

 
フレーム構成は図 2-7 に加え、図 2-10 の構成を持つ。 
 

 1 2 3 4 

 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 6 5 4 3 2 1

37 ドメインID  

 VID list (512byte)・・4096bit列の個々のbitがそれぞれ制御対象となるVIDを示す。 

（先頭の0bit目がVID:0を示し、最後尾bitがVID:4095を示す） 

549  FCS 

553   

 
図 2-10 R-CTL[rstr Ready] R-CTL[rstr FWD]フレーム構成 

 
 
 
R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]は、上記処理方法をドメインごとに実施する。ERP
は初期起動時（リングポート設定時）のリングポートの状態が Blocking 状態であるため、

ドメイン毎に経路を設定（各リングポートを Forwarding に遷移）する必要がある。また、

故障から復旧した場合も recovery Blocking を Forwarding に遷移させる必要がある。こ

の制御をドメイン毎に実施するために、R-CTL[rstr Ready]は図 2-10 のようにドメイン

ID とそのドメイン ID に設定される VID list を保持し、R-CTL[rstr Ready]を受信したス

イッチは、ドメイン ID と VID list の情報を保持する。R-CTL[rstr FWD]はドメイン ID
のみを保持し、R-CTL[rstr FWD]を受信したスイッチは、該当のドメインと VID の状態

を制御する。 
 
R-CTL[rstr Ready]と R-CTL[rstr FWD]の DA は、上位 4byte を 01-82-C2 とし、下位

2byte を Ring-ID とする。R-CTL[rstr Ready]もしくは R-CTL[rstr FWD]を受信したスイ

ッチは DA の下位 2byte と同じ Ring-ID が設定されたリングポートを特定し、該リング

ポートに対して R-AIS を転送する。 
 
また、Flag フィールド値として、表 2-5 のビット列を持つ。 
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表 2-5 R-AIS の Flag フィールド値 

8 bit 種別 備考 

10000000 Reserve  
01000000 Flush FDB Flush 命令 
00100000 Nack(failure) 故障時 Nack 
00010000 Nack(Ring-ID) Ring-ID 不正時 Nack 
00001000 Reserve  
00000100 Nack(initial-no-CC) R-CC 未送信 Nack 
00000010 Nack(exclusion) 排他制御 Nack 
00000001 Reserve  

 
FDB Flush 命令・・・R-CTL[rstr Ready]では OFF、R-CTL[rstr FWD]において ON とな

る。 
Nack(failure)・・・R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]を受信した際、該 Ring-ID と同

じ Ring-ID が設定されたリングポートの状態が Failure Blocking の場合に、Nack(failure)
フラグを ON に設定し、受信リングポートから Nack 応答を行う。 
Nack(Ring-ID)・・・R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]を受信した際、該 Ring-ID と

同じ Ring-ID が設定されたリングポートが唯 1 つだけ存在する、もしくは 3 つ以上存在す

る場合に、Nack(Ring-ID)フラグをONに設定し、受信リングポートからNack応答を行う。 
Nack(initial-no-CC)・・・R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]を受信した際、該 Ring-ID
と同じ Ring-ID が設定されたリングポートの状態が initial-no-CC Blocking の場合に、

Nack(initial-no-CC)フラグを ON に設定し、受信リングポートから Nack 応答を行う。 
Nack(exclusion)・・・R-CTL[rstr Ready]を受信した際、VID list に設定されている VID
が、スイッチ内の別のドメインに既に設定されている場合に、Nack(exclusion)フラグを ON
に設定し、受信リングポートから Nack 応答を行う。 
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2.3 ERP 機能の詳細 
 
2.3.1 R-CC 処理 
 
・ R-CC の送信開始処理 

 R-CC/R-RDI の送信 
 R-CC，R-RDI の何れかを受信：R-CC 送信 
 R-CC，R-RDI の何れも未受信：R-RDI 送信 

 R-CC 送信開始 
 CLI による R-CC 送信開始コマンド投入，もしくは隣接ノードから R-CC もし

くは R-RDI を受信した場合に，両論理ポートから R-CC を送信開始。ただし，

R-CC Stop により送信を停止した論理ポートは，逆側論理ポートの R-CC 受信

による R-CC 送信開始は行わず，CLI による送信開始のみを行う。 
 ただし，共用論理ポートから R-CC/R-RDI を受信した場合は，逆側論理ポート

からの R-CC 送信開始は行わない。 
 R-CC 送信開始時の故障監視 

 R-CC を送信開始したら，隣接ノードからの R-CC を受信するまで，自スイッチ

の R-CC 送信間隔デフォルト値とロスト判定回数で故障監視を行う。 
 故障を検出した場合は，通常の故障検出と同様に，initial-error Blocking 状態

へ遷移し，R-CC の代わりに R-RDI を送信。 
 隣接ノードから R-CC を受信したら，それ以降は受信 R-CC の Interval を隣接

R-CC 送信間隔として故障監視を行う。 
・ R-CC の送信停止処理 

 R-CC+Stop，R-CC+Stop+Ack 送受信処理 
 Stop 送信側： R-CC+Stop 送信 
 Ack 応答側： R-CC+Stop を受信したら，R-CC+Stop+Ack を応答。 
 Stop 送信側： R-CC+Stop+Ack を受信したら R-CC+Stop の送信を停止。 

 R-CC+Stop 
 送信間隔：R-CC と同じ。 
 Ack タイムアウト時間：送信間隔の 10 倍時間（9 回送信分） 
 Ack タイムアウト時間，Ack を受信しなければ R-CC+Stop の送信を停止 

 initial-no-CC Blocking 状態への遷移タイミング 
 以下の何れかのタイミングで論理ポートを initial-no-CC Blocking 状態へ遷移

させること。 
 R-CC-Stop を送信したとき 
 R-CC-Stop-Ack の受信タイムアウトが発生したとき 
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2.3.2 FDB Flush について 

 
R-AIS、R-CTL を受信した際に、以下のとおり FDB Flush を実施する。 
・ 論理ポートでの故障検出(R-CC，R-RDI，リンクダウン) 

 リングポート単位。共用リンクの場合は，優先リングのリングポート単位。 
・ R-AIS，R-CTL 受信 

 リングポート単位（R-AIS，R-CTL を受信したリングの両論理ポート向きの FDB
を Flush） 

 
R-AIS 受信による FDB Flush を実施後、一定時間は R-AIS 受信による FDB Flush を

回避する機能を具備する。 
 

2.3.3 ドメイン制御について 
・ ドメインへの VID 追加 
R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]を用いて実施。 
R-CTL[rstr Ready]は、ドメインに既に設定されている VID に加え、新規に追加する

VID を保持して送信される。 
 
・ ドメインからの VID 削除 
R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]を用いて実施。 
R-CTL[rstr Ready]は、ドメインに既に設定されている VID から、削除する VID を

除いた VID list を保持して送信される。 
 

・ ドメイン間の VID 移動 
前記のドメインからの VID 削除を実施してから、ドメインへの VID 追加を行うこと

で VID 移動を実施する。 
 
・ ドメインの削除 
R-CTL[rstr Ready]の VID list の bit 列を全て「0」にして送信することで、スイッチ

内からドメインの設定を削除する。 
 
 

2.3.4 切り戻しモードについて 
ERP は R-CTL[rstr Ready]/R-CTL[rstr FWD]による手動切り戻しのみを具備する。自動

切り戻し機能は具備しない。 
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2.4 ERP プロテクションシーケンス 
 
本節で、ERP のプロテクションシーケンスについて示す。図 2-11 は本節で解説するネッ

トワークモデルである。なお、R1 が優先リング、R2 が非優先リングである。 
 

A B

C

DE

F

a2 b1 b2a1

e1 d2 d1e2

f1

f2

c2

c1

R1

IG
g1

g2

i2

i1

R2

b1

a3 b3

H h2h1

 

 
図 2-11 ネットワークモデル 
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2.4.1 A-B 間両方向故障 
図 2-12にA-B間両方向故障発生時の優先リング(R1)のプロテクションシーケンスを示す。 
 

 
図 2-12 A-B 間両方向故障発生時の優先リング(R1) 

 
常時は、スイッチ E のリングポート e1 を admin Blocking とする。スイッチ A-B 間で

A B C ED Fa2 b1 b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

①故障発生

時間軸

②A故障検出

④B故障検出
③a2:failure Blocking a2

b1⑤b1:failure Blocking
⑥e1:Forwarding

⑦終了

R-CC:(A→)
R-CC:(B→)

e1

A B C ED Fa2 b1 b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

R-RDI:(A→B)

R-RDI:(B→A)

R-AIS:R1(A→B)+P+

故障ID+F

R-AIS:R1(B→A)+P+故障ID+F
R-AIS:R1(B→A)+P+故障ID+AckR-AIS:R1(A→B)+P+

故障ID+Ack

R-AIS:R1(A→B)+P+故障ID+F

R-AIS:R1(B→A)+P+故障ID+Ack R-AIS:R1(A→B)+P+故障ID+Ack

正

両方向故障が発生すると、それぞれ接続されているリングポート a2,b1 とで R-CC のロス

ト(もしくはリンクダウン)を検出する。故障を検出した場合、該当リングポートを failure 
Blocking に遷移させ R-RDI を送信する。さらに、故障を検出した a2,b1 は共用リンクで

あるため、該当ポートに設定された優先 Ring-ID と同じ Ring-ID が設定されたリングポ

ート a1,b2 から、優先リングフラグ（図中の P）、Flush フラグ（図中の F）を ON にし

た R-AIS を送信する。R-AIS+F+P を受信したスイッチでは、受信したリングポートと同

じ Ring-ID が設定されたリングポートへ転送し、さらに、該当 Ring-ID の両リングポー

トに関する FDB を Flush する。また、admin blocking(e1)を保持するスイッチ E が

R-AIS+F+P を受信すると、リングポート e1 を forwarding に遷移させる。スイッチ A,B
はそれぞれ着 RN-ID が自スイッチの RN-ID である R-AIS を受信し、R-AIS Ack を応答
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する。このとき、着 RN-ID と発 RN-ID を入れ替える。また、R-AIS Ack の Flush フラ

グは OFF とする。さらにスイッチ A,B はそれぞれ着 RN-ID が自スイッチの RN-ID であ

る R-AIS Ack を受信し、該 R-AIS Ack に設定された故障 ID と同じ故障 ID を持つ R-AIS
の送信を停止する。 
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また、図 2-13 に A-B 間両方向故障発生時の非優先リング(R2)のプロテクションシーケン

図 2-13 A-B 間両方向故障発生時の非優先リング(R2) 

正常時は、スイッ イッチ A-B 間で

方向故障が発生すると、それぞれ接続されているリングポート a2,b1 とで R-CC のロス

スを示す。 

 

G H I ABg2 h1 h2g1 b1 a2 a3b3i1 i2

①故障発生

時間軸

②A,B故障検出
③a2,b1:failure Blocking b1

④終了

R-CC:(B→)

R-CC:(A→)

a2

G H I ABg2 h1 h2g1 b1 a2 a3b3i1 i2

R-RDI:(A→B)
R-RDI:(B→A)

R-AIS:R2(A→B)+故障ID

R-AIS:R2(B→A)+故障ID+Ack

R-AIS:R2(A→B)+故障ID

R-AIS:R2(A→B)+故障ID+Ack

R-AIS:R2(B→A)+故障ID

R-AIS:R2(A→B)+故障ID+Ack

R-AIS:R2(B→A)+故障ID

R-AIS:R2(B→A)+故障ID+Ack

 

 
チ H のリングポート h2 を admin Blocking とする。ス

両

ト(もしくはリンクダウン)を検出する。故障を検出した場合、該当リングポートを failure 
Blocking に遷移させ R-RDI を送信する。さらに、故障を検出した a2,b1 は共用リンクで



あるため、該当ポートに設定された複数の Ring-ID の内、優先 Ring-ID ではない Ring-ID
が設定されたリングポート a3,b3 から、優先リングフラグ、Flush フラグを OFF にした

R-AIS を送信する。R-AIS を受信したスイッチでは、受信したリングポートと同じ

Ring-ID が設定されたリングポートへ転送する。また、admin blocking(h2)を保持するス

イッチ H が R-AIS を受信しても優先リングフラグが OFF であるため、リングポート h2
は forwarding に遷移させない。また、R-AIS を受信したスイッチは Flush フラグが OFF
であるため、FDB を Flush しない。スイッチ A,B はそれぞれ着 RN-ID が自スイッチの

RN-ID である R-AIS を受信し、R-AIS Ack を応答する。このとき、着 RN-ID と発 RN-ID
を入れ替える。また、R-AIS Ack の Flush フラグは OFF とする。さらにスイッチ A,B は

それぞれ着 RN-ID が自スイッチの RN-ID である R-AIS Ack を受信し、該 R-AIS Ack に

設定された故障 ID と同じ故障 ID を持つ R-AIS の送信を停止する。 
 
.4.2 スイッチ B 故障 2

 2-14にスイッチBの故障発生時の優先リング(R1)のプロテクションシーケンスを示す。 

図 2-14 スイッチ B の故障発生時の優先リング(R1) 
 

図

 

A B C ED Fa2 b1 b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

①故障発生

時間軸

②A,C故障検出
③a2,c1:failure Blocking a2 c1

④e1:Forwarding

⑤終了

R-AIS:R1(A→B)+P+

故障ID+F

R-AIS:R1(A→C)+P+

故障ID+Ack

R-CC:(A→)
R-CC:(B→)

e1

R-AIS:R1(C→B)+P+故障ID+F

R-AIS:R1(C→A)+P+故障ID+Ack

A B C ED Fa2 b1 b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

R-RDI:(A→B)
R-RDI:(C→B)

R-AIS:R1(A→B)+P+故障ID+F

R-AIS:R1(A→C)+P+故障ID+AckR-AIS:R1(C→A)+P+故障ID+Ack

R-AIS:R1(C→B)+P+故障ID+F
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スイッチ B の故障が発生すると、スイッチ B が接続されているスイッチ A,C のリングポ

ートa2,c1とでR-CCのロスト(もしくはリンクダウン)を検出する。故障を検出した場合、

該当リングポートを failure Blocking に遷移させ R-RDI を送信する。スイッチ A のリン

グポート a2 は共用リンクであるため、該当ポートに設定された複数の Ring-ID の内、優

先 Ring-ID ではない Ring-ID が設定されたリングポート a1 から、優先リングフラグ（図

中の P）、Flush フラグ（図中の F）を ON にした R-AIS を送信する。一方、スイッチ C
のリングポート c1 は、共有リンクではないため、該当ポートに設定された Ring-ID と同

じ Ring-ID が設定されたリングポート c2 から、優先リングフラグ（図中の P）、Flush フ

ラグ（図中の F）を ON にした R-AIS を送信する。R-AIS+F+P を受信したスイッチでは、

受信したリングポートと同じ Ring-ID が設定されたリングポートへ転送し、さらに、該

当 Ring-ID の両リングポートに関する FDB を Flush する。また、admin blocking(e1)
を保持するスイッチ E が R-AIS+F+P を受信すると、リングポート e1 を forwarding に

遷移させる。スイッチ A,C はそれぞれ R-AIS の着 RN-ID が自スイッチの RN-ID ではな

いが、転送先のリングポートが failure Blocking であるため、R-AIS Ack を応答する。ま

た、R-AIS Ack の Flush フラグは OFF とする。さらにスイッチ A,C はそれぞれ着 RN-ID
が自スイッチの RN-ID である R-AIS Ack を受信し、該 R-AIS Ack に設定された故障 ID
と同じ故障 ID を持つ R-AIS の送信を停止する。 
 
また、図 2-15 にスイッチ B の故障発生時の非優先リング(R2)のプロテクションシーケン

スを示す。 
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G H I AB

 
図 2-15 スイッチ B の故障発生時の非優先リング(R2) 

 
スイッチ B の故障が発生すると、スイッチ B が接続されているスイッチ A,I のリングポ

ート a2,i2とでR-CCのロスト(もしくはリンクダウン)を検出する。故障を検出した場合、

該当リングポートを failure Blocking に遷移させ R-RDI を送信する。スイッチ A のリン

グポート a2 は共用リンクであるため、該当ポートに設定された優先 Ring-ID と同じ

Ring-ID が設定されたリングポート a3 から、優先リングフラグ、Flush フラグを OFF に

した R-AIS を送信 ンクではないた

、該当ポートに設定された Ring-ID と同じ Ring-ID が設定されたリングポート c2 から、

R-AIS:R2(I→B)+P+故障ID+F

g2 h1 h2g1 b1 a2 a3b3i1 i2

①故障発生

時間軸

②A,I故障検出
③a2, i2:failure Blocking

⑤終了

R-AIS:R2(A→B)+故障ID

R-AIS:R2(I→A)+故障ID+Ack

R-CC:(B→)
→)

R-CC:(A

R-AIS:R2(A→B)+故障ID

R-AIS:R1(A→I)+P+故障ID+Ack

a2

G H I ABg2 h1 h2g1 b1 a2 a3b3i1 i2

i2

h2④h2:Forwarding R-RDI:
R1(A→B)

R-RDI:
R2(I→B)

R-AIS:R2(I→B)+P+故障ID+F

する。一方、スイッチ I のリングポート i2 は、共有リ

め

優先リングフラグ（図中の P）、Flush フラグ（図中の F）を ON にした R-AIS を送信す

る。admin blocking(h2)を保持するスイッチ H が、スイッチ A が送信した R-AIS を受信

しても優先リングフラグが OFF であるため、リングポート h2 は forwarding に遷移させ

ない。 しかし、スイッチ I が送信した R-AIS+F+P を受信した場合、リングポート h2 を

forwarding に遷移させる。スイッチ A,I はそれぞれ R-AIS の着 RN-ID が自スイッチの

RN-ID ではないが、転送先のリングポートが failure Blocking であるため、R-AIS Ack
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を応答する。また、R-AIS Ack の Flush フラグは OFF とする。さらにスイッチ A,I はそ

れぞれ着 RN-ID が自スイッチの RN-ID である R-AIS Ack を受信し、該 R-AIS Ack に設

定された故障 ID と同じ故障 ID を持つ R-AIS の送信を停止する。 
 
.4.3 初期起動 
図 2-16 にリングの設定を実施後にドメイン毎に経路を設定するシーケンスを図示する。 

2

A B C ED Fa2 b1 b2a1

d2

e1 e2

d1

f2f1c1 c2

②初期設定指示
(e1:admin Blocking)

時間軸

④終了

R-CC:(A→)
R-CC:(B→)

A B C ED Fa2 b1 b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

R-CTL:R1[rstr Ready][D-ID:1][100-1000](E→E)

R-CTL:R1[rstr FWD][D-ID:1](E→E)

d1 d2

①CC開始指示

c2c1

d2b1

a2a1

f2f1

e1
③e1:admin Blocking
FWD送信 ドメイン1

ドメイン1

ドメイン1

ドメイン1

ドメイン1

ドメイン1e2
ドメイン1

a2 b1 b2a1 e1 e2 f2f1c1 c2 d1 d2

R-CTL:R1[rstr FWD][D-ID:1](E→E)

ドメイン2についても同様

 

 
図 2-16 初期起動時の経路設定 

 
ERP はリング設定時にリングポートが initial-no-CC Blocking となる。R-CC の送信を開

始すると initial-CC Blocking に遷移しリンクの監視状態となる。オペレータがドメイン

毎に admin Blocking とするリングポート(e1)に対して、ドメイン ID:1 と VID:100-1000
の設定を行い、R-CTL[rstr Ready]送信指示を行う。該指示を受信したスイッチ E はリン

グポート e1 から R-CTL[rstr Ready]を送信する。R-CTL[rstr Ready]を受信した各スイ

ッチは、ドメイン ID:1 と V とき、まだ状態遷移は行わID:100-1000 の設定を行う。この
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ない。スイッチ E が逆側リングポートから R-CTL[rstr Ready]を受信すると、リングポ

2

ート e1 において、ドメイン:1 の状態を admin Blocking に遷移させ、リングポート e1 か

ら R-CTL[rstr FWD]を送信する。R-CTL[rstr FWD]を受信した各スイッチは、該当

Ring-ID の両リングポートにおいて、R-CTL[rstr Ready]で設定したドメイン:1 の状態を

Forwarding に遷移させる。スイッチ E が R-CTL[rstr FWD]を送信したリングポートと

逆側のリングポートから R-CTL[rstr FWD]を受信すると正常終了となる。 
 
.4.4 切り戻しシーケンス 
図 2-17 に故障復旧後のドメイン毎の切り戻しシーケンスを図示する。 
 

A B C ED Fa2 b1

 
図 2-17 故障復旧後の切り戻し 

 
スイッチ B-C 間での故障が復旧したとき、リングポート b2,c1 の全ドメインの状態は

recovery Blocking となる。これを Forwarding に切り戻すには前述の初期起動時と同様に

R-CTL[rstr Ready]と R-CTL[rstr FWD]を用いる。スイッチ B,C は R-CTL[rstr FWD]を受

b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

②切り戻し指示
(e1:admin Blocking)

軸時間

③e1:admin Blocking

④c1,b2:
Forwarding

⑤終了

R-CC:(A→)
(B→)

R-CC:

A B C ED Fa2 b1 b2a1 d2 e1 e2d1 f2f1c1 c2

ドメイン2についても同様

①復旧
ecovery

R-CTL:R1[rstr Ready][D-ID:1][100-1000](E→E)

c1

e1
ドメイン1

R-CTL:R1[rstr FWD][D-ID:1](E→E)+F

b2

b2
c1

R-CTL:R1[rstr Ready][D-ID:1][100-1000](E→E)

R-CTL:R1[rstr FWD][D-ID:1](E→E)+F

ドメイン1

ドメイン1

b2,c1:r
Blocking
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信すると、該ドメインについて recovery Blocking を Forwarding に遷移させる。  
 
2.5 状態遷移表 

 
本節では、これまで解説してきた仕様を含め、詳細な状態遷移表を表 2-6 に示す。 
 
なお、本状態遷移表はリングポートごとの状態を記述している。また、制御フレームの受

信によるイベントの記述方法は、図 2-18 に示すように、着 RN-ID が自スイッチの RN-ID
の場合は[自宛]、自スイッチの RN-ID ではない場合は[他宛]とし、且つ、Ingress/Egress
の区別を行う。また、[自宛]の場合に同一 Ring-ID の逆側のリングポートの状態遷移も規

定するために、「受信通知 to 逆側」というイベントを用いる。[他宛]の場合は、スイッチ

内を制御フレームが転送されるように記述している。 
 

[自宛]（Ingress）
受信通知to逆側

[他宛]（Ingress） [他宛]Egress

フレームの転送

受信通知

 
 

図 2-18 状態遷移表のイベント記述方法
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表 2-6 ERP 状態遷移表

 
 

状態遷移 initial-no-CC 
Blocking 

initial-CC Blocking initial-error Blocking admin Blocking failure Blocking recovery Blocking Forwardi g n

R-CC 送信コマンド initial-CC へ遷移 状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 態維持状  

R-CC 停止コマンド 状態維持 状態維持 
R-CC+Stop 送信 

状態維持 
R-RDI 受信時：R-CC+
Stop 
R-CC/R-RDI 未 受 信

時：R-RDI+Stop 送信

状態維持 
R-CC+Stop 送信 

状態維持 
R-RDI 受信時：R-CC+
Stop 
R-CC/R-RDI 未 受 信

時：R-RDI+Stop 送信

状態維持 
R-CC+Stop 送信 

態維持

信 
状  
R-CC+Stop 送

切り戻しコマンド 状態維持 
切り戻しエラー 

状態維持 
R-CTL[rstr Ready]
送信 

状態維持 
切り戻しエラー 

持 
R-CTL[rstr Ready]送

状態維持 
切り戻しエラー 

状態維持 
R-CTL[rstr Read
信 

ady] 送y]送
状態維持 
R-CTL[rstr Re
信 

状態維

信 
リンクダウン検出 状態維持 initial-error へ遷移 状態維持 failure へ遷移 

へ R-AIS 送信 
状態維持 failure へ遷移 f r

へ 信 
 ailu e へ遷移 

逆側 R-AIS 送逆側

R-CC 受信 initial-CC へ遷移 
R-CC 受信通知 to 逆側

状態維持 initial-CC へ遷移 維持 recovery へ遷移 状態維持 態維持状  状態

R-CC/R-RDI 未受信 状態維持 initial-error へ遷移 状態維持 failure へ遷移 
へ R-AIS 送信 

状態維持 failure へ遷移 f
送信 

 ailure へ遷移 
逆側へ R-AIS逆側

R-CC+Stop 状態維持 
Stop+Ack 応答 

initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
initial-no-CC へ遷移 
Stop+Ack 応答 

initial-no-CC へ遷

Stop+Ack 応答 
i a - へ遷移 
Stop+Ack  

移 niti l-no CC
応答

R-CC+Stop+Ack 状態維持 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 i a - へ遷移 niti l-no CC
R-CC 受信通知 from 逆

側 
initial-CC へ遷移 状態維持 状態維持 維持 状態維持 状態維持 態維持状  状態

R-RDI initial-error へ遷移 initial-error へ遷移 状態維持 failure へ遷移 
逆側へ R-AIS 送信 

状態維持 failure へ遷移 f r
へ R-AIS 送信 

ailu e へ遷移 
逆側

R-RDI+Stop 状態維持 
Stop+Ack 応答 

initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
initial-no-CC へ遷移 
Stop+Ack 応答 

initial-no-CC へ遷移

Stop+Ack 応答 
i a - へ遷移 
Stop+Ack  
niti l-no CC

応答

R-RDI+Stop+Ack 状態維持 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 initial-no-CC へ遷移 i a - 遷移 niti l-no CC へ

R-AIS[自宛](Ingress) 状態維持 状態維持 
Ack 応答 
R-AIS 受信通知 to 逆

側 

状態維持 Forwarding へ遷移 
Ack 応答 
R-AIS 受信通知 to 逆

側 

状態維持 状態維持 
Ack 応答 
R-AIS 受信通知 to 逆

側 

態維持

応

to 逆側 

状  
Ack 答 
R-AIS 受信通知
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R-AIS受信通知 from逆

側 
N.A. initial-error へ遷移 状態  failure 移 状態維持 failure へ遷移 failure へ遷移 維持 へ遷

R-AIS[他宛](Ingress) 状態維持 状態維持 状態維持 Forwarding へ遷移 状態維持 状態維持 状態維持 
R-AIS[ 宛](Egress) 遷移 他 状態維持 

Ack 応答 
状態維持 状態維持 

Ack 応答 
Forwarding へ 状態維持 

Ack 応答 
状態維持 状態維持 

R-AIS+Ack[ 自 宛 ]
(Ingress) R-AIS+Ack 受信通知

to  
R-AIS+Ack 受信通知

to  

ng へ遷移 
R-AIS+Ack 受信通知

to  
R-AIS+Ack 受信通知

to  
R-AIS+Ack 受信通知

to  
R-AIS+Ack受信通知 to

 

N.A. 状態維持 

逆側

状態維持 

逆側

Forwardi

逆側

状態維持 

逆側

状態維持 

逆側

状態維持 

逆側

R-AIS+Ack 受信通知

from 逆側 
     N.A. N.A. N.A. N.A. 状態維持 状態維持 N.A. 

R-AIS+Ack[ 他 宛 ]
(Ingress) 

状態維持 状態維持 Forwarding へ遷移 状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 

R-AIS+Ack[ 宛 ]他

(Egress) 
状態維持 状態維持 状態維持 Forwarding へ遷移 状態維持 状態維持 状態維持 

R-CTL[rstr Ready][自
宛](Ingress) 

状態維持

ラー y]
逆側

状態維持

ラー ady]受
状態維持

ラー ady]受
逆側

eady] 受
 

切り戻しエ

状態維持 
R-CTL[rstr Read
受信通知 to  

 
切り戻しエ

状態維持 
R-CTL[rstr Re
信通知 to 逆側 

 
切り戻しエ

状態維持 
R-CTL[rstr Re
信通知 to  

状態維持 
R-CTL[rstr R
信通知 to 逆側 

R-CTL[rstr Ready] 受
信通知 逆側 

遷移 
WD]送

 
WD]送

 
切り戻しエラー

遷移 
WD]送

 

遷移 
WD]送信 from

N.A. admin へ

R-CTL[rstr F
信

N.A. 状態維持 
R-CTL[rstr F
信

状態維持 
 

admin へ

R-CTL[rstr F
信

admin へ

R-CTL[rstr F

R-CTL[rstr Ready][他
宛](Ingress) Nack(initial-no-CC)

 
Nack(failure)応答 Nack(failure)応答 

状態維持 

応答

状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 

R-CTL[rstr Ready][他
宛](Egress) CC)

 
  

状態維持 
Nack(initial-no-
応答

状態維持 状態維持 
Nack(failure)応答

状態維持 状態維持 
Nack(failure)応答

状態維持 状態維持 

R-CTL[rstr Ready][自
宛]+Nack 

N.A. 状態維持 
切り戻しエラー エラー エラー エラー エラー 

N.A. 状態維持 
切り戻し

状態維持 
切り戻し

状態維持 
切り戻し

状態維持 
切り戻し

R-CTL[rstr Ready][他
宛 Nack 

 
]+

N.A. 状態維持 N.A. 状態維持 状態維持 状態維持 状態維持 

R-CTL[rstr Ready] 受
信通知 from逆側未受信

（タイムアウト） 

N.A.  N.A.   状態維持

切り戻しエラー 
状態維持

切り戻しエラー 
 状態維持

切り戻しエラー 
状態維持

切り戻しエラー 
状態維持

切り戻しエラー 
 

R-CTL[rstr FWD][ 自
宛](Ingress) 

N.A. 

逆側 場 合 は

Nack(exclusion) 

 

場 合 は

Nack(exclusion) 

移

r FWD]受
逆側 

側 

Forwarding へ遷移

R-CTL[rstr FWD]受
信通知 to

状態維持 
Nack(failure)応答 
(*2) の

Forwarding へ遷移

R-CTL[rstr FWD]受
信通知 to 逆側 

状態維持 
Nack(failure)応答 
(*2) の

Forwarding へ 遷

(＊1) 
R-CTL[rst
信通知 to

状態維持 
R-CTL[rstr FWD]受信

通知 to 逆
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R-CTL[rstr FWD]受信

通知 from  逆側

  
終了 切り戻しエラー 終了

N.A. N.A. N.A. 状態維持 
切り戻し  

状態維持 状態維持 
切り戻し  

N.A. 

R-CTL[rstr FWD][ 他
宛](Ingress) 

N.A. F g へ遷移

re)応答 
場 合 は

xclusion) 

re)応答 
場 合 は

xclusion) 

ng へ 遷 移orwardin 状態維持 
Nack(failu
(*2) の

Nack(e

Forwarding へ遷移 状態維持 
Nack(failu
(*2) の

Nack(e

Forwardi
(＊1) 

状態維持 

R-CTL[rstr FWD][ 他
宛](Egress) 

 へ遷移

の 場 合 は

xclusion) 
場 合 は

ion) 

へ 遷 移N.A. Forwarding 状態維持 
Nack(failure)応答 
(*2)
Nack(e

Forwarding へ遷移 状態維持 
Nack(failure)応答 
(*2) の

Nack(exclus

Forwarding
(＊1) 

状態維持 

R-CTL[rstr FWD][ 自
宛]+Nack(fai ure) l

N.A. N.A. N.A. 
エラー エラー 

N.A. Forwarding へ遷移 
切り戻しエラー 

状態維持 
切り戻し

状態維持 
切り戻し

R-CTL[rstr FWD][ 他
宛]+Nack(failure) 

   N.A. N.A. N.A. N.A. 状態維持 状態維持 状態維持 

R-CTL[rstr FWD][ 自
宛 ure 以外) 切り戻しエラー]+Nack(fail

N.A. N.A. N.A. 状態維持 
切り戻しエラー 

状態維持 
 

状態維持 
切り戻しエラー 

N.A. 

R-CTL[rstr FWD][ 他
宛]+Nack(failure 以外)

N.A.  N.A.   N.A. N.A. 状態維持 状態維持 状態維持

R-CTL[rstr FWD] 信受

通知 from 逆側未受信

（タイムアウト） 

N.A. 態維持 
ラー 

状態維持 
ー 

態維持 
ラー 

N.A. N.A. N.A. 状

切り戻しエ 切り戻しエラ

状

切り戻しエ

 
(＊1)共用リングポートの場合，受信フレームのリング ID が該共用リングポートの優先リング と一致した場合のみ状態遷移 

の場合，受信 の ング では無い場合は ck(exclus
ID

(＊2)共用リング

 
ポート フレーム リ ID が該共用リングポートの優先リング ID Na ion) 
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2.6 パラメータ項目 
 

P ス ッチが える パ メー を表 2-7 示す。 
 

表 2-7 ERP パラメータ 

ER イ 備 べき ラ タ  に

 
設 件 定条

 設定項目 対象 
初期値 （任意） 設定範囲 刻み 

1 MORP バージョン スイッチ 1 ― 1bit 

2 RN-I スイッチ 理ポート番

さ

アド

0x000 0～0xFFFFFFFFFFFF 1bit 00000000D （物

が最

トの

号

いポー

レス）

も小

MAC

3 リ ト ― スイッ ート ID ― ングポート ID 物理ポー  チ内物理ポ

4 R ポート 0x000 F 1bit ing-ID 論理 ― 0～0xFFF

5 優 Ring-ID ポート 0x000 F 1bit 先  論理 0 0～0xFFF

6 ドメイン ID ッチ 0x000 F 1bit  スイ ― 0～0xFFF

7 R ッ 8 0 0x018 4～0x0180C2000007 

0x018 9～0x0180C200000C 

0x018 F 

1bit  -CC-DA スイ チ 01- 0-C2-0 -00-05 0C20

0C20

0C20

0000

0000

0000

8 R-A fi スイッチ 01-81-C2-00 0x018 x018FFFFF 1bit IS-DA-pre x 10000～0

9 R スイッチ 01-82-C2-00 0x018 x018FFFFF 1bit -CTL-DA-prefix 10000～0

10 リ

V

イッ  0x00 1bit ング制御フレームの

ID 

ス チ 1 1～0xFFE 

11 リ グ制御フ ームの

P

スイッチ 7 0x0～ 1bit ン

CP 

レ 0x7 

12 リ 制御フレーム用 

Ether Type 

イッ 0x060 F 1bit ング ス チ 0x9555 0～0xFFF

13 R-CC 

送信間隔 

論理ポート 100msec 100ms sec 50msec ec～500m

14 R-CC 

ロ 判定回

論理ポート 3.5 回 1.5 回 .  1 回 ～5 5 回

スト 数 

1 R

送 隔 

イッ s 100ms  500msec 5 -AIS 

信間

ス チ 500m ec ec～1sec

16 R

送  

ッ 1 回～ 1回 -AIS 

信回数

スイ チ 5 回 10 回 
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1

回避時間 

スイッチ 2sec 500msec～5sec 500msec 7 FDB Flush 

1

送信間隔 

0sec 1sec 8 R-CTL[rstr Ready] スイッチ 2sec 1sec～1

19 R-CTL[rstr Ready] 

ロスト判定回数 

スイッチ 5 回 1 回 3 回 1 回～

20 R-CTL[rstr FWD] 

送信間隔 

スイッチ 500msec 500msec～ 100msec 5sec 

21 R-CTL[rstr FWD] 

ロスト判定回数 

 ～5回 スイッチ 3 回 1 回 1 回 
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